
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年８月20日

【事業年度】 第49期（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

【会社名】

　

株式会社エル・シー・エーホールディングス

（旧会社名　株式会社Ｌ'ＡＬＢＡホールディングス）

【英訳名】

　

LCA Holdings Corporation

（旧英訳名　L'ALBA Holdings Corporation）　

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　笹部　高廣

【本店の所在の場所】

　

東京都港区虎ノ門一丁目17番１号

（旧本店の所在の場所　東京都中央区銀座一丁目20番14号）　

【電話番号】 03(3539)2583（代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　田中　英男

【最寄りの連絡場所】

　

東京都港区虎ノ門一丁目17番１号

（旧最寄りの連絡場所　東京都中央区銀座一丁目20番14号）　

【電話番号】 03(3539)2583（代表)　

【事務連絡者氏名】 取締役　田中　英男

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　（注）　平成25年８月９日開催の第49期定時株主総会の決議により、平成25年８月９日から会社名及び本店の所在の場所

を上記のとおり変更致しました。

EDINET提出書類

株式会社エル・シー・エーホールディングス(E05141)

有価証券報告書

 1/88



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成21年５月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月 平成25年５月

売上高（千円） 4,714,6483,788,0633,290,4381,280,4941,107,226

経常損益（△は損失）

（千円）
△2,133,865△502,830 △58,887 △115,281△383,154

当期純損益（△は損失）

（千円）
△3,021,662△928,587 360,804△239,591△272,554

包括利益（千円） － － 472,722△187,160△286,250

純資産額（千円） 325,038△229,718 330,564 683,681 664,564

総資産額（千円） 4,835,8704,584,5952,959,8083,340,1142,932,614

１株当たり純資産額（円） 1.57 △0.98 0.53 1.41 1.94

１株当たり当期純損益金額

（△は損失）（円）
△56.28 △4.62 1.50 △0.90 △0.83

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 6.1 △5.1 4.3 12.7 22.0

自己資本利益率（％） － － － △87.2 △51.0

株価収益率（倍） － － 1.33 － －

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,258,014△227,638△825,782△122,343△225,882

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,914,490△125,530 934,707 △98,422 △41,685

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△814,007 335,237 △42,315 427,560 36,965

現金及び現金同等物の

期末残高（千円）
98,122 77,134 143,744 350,538 119,935

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

233

(31)

146

(26)

69

(2)

87

(1)

28

(0)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第45期、第46期、第48期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期

純損失金額が計上されているため、記載しておりません。

３．第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

４．第45期の自己資本利益率については、第44期が債務超過のため記載しておりません。また、第46期及び第47期

の自己資本利益率については、第46期が債務超過のため記載しておりません。
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　(2）提出会社の経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成21年５月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月 平成25年５月

売上高（千円） 1,564,407166,111 270,984 170,689 83,523

経常損益（△は損失）

（千円）
△1,204,567△594,959△101,734△209,397△359,747

当期純損益（△は損失）

（千円）
△2,687,077△1,239,160270,076△237,383△421,368

資本金（千円） 5,407,2915,629,5305,629,5305,898,6146,147,061

発行済株式総数（株） 187,648,620240,305,720240,305,720299,667,920331,908,620

純資産額（千円） 571,623△291,347 △20,562 282,335 362,911

総資産額（千円） 4,531,5144,082,3022,574,2792,774,8662,796,200

１株当たり純資産額（円） 2.90 △1.23 △0.11 0.91 1.04

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純損益金額

（△は損失）（円）
△50.04 △6.16 1.12 △0.89 △1.29

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 12.0 △7.3 △1.0 9.9 12.4

自己資本利益率（％） － － － － △135.8

株価収益率（倍） － － 1.78 － △7.76

配当性向（％） － － － － －

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

102

(1)

1

(0)

2

(0)

1

(1)

0

(0)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、第47期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、第45期、第46期、第48期及び第49期は１株当たり当期純損失金額を計上しているため記載しておりませ

ん。

３．第45期の自己資本利益率については、第44期が債務超過のため記載しておりません。また、第46期、第47期及

び第48期の自己資本利益率については、第46期及び第47期が債務超過のため記載しておりません。　
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２【沿革】

昭和39年７月 工場機械化や設計・製作の指導等、全般的な生産管理に関する業務を目的に株式会社小林生産技

術研究所を設立。

昭和47年９月 有力なベンチャービジネス７社が提携し、日本ＬＣＡシステムズ（任意団体）を設立

昭和48年１月 社名を株式会社日本生産技術研究所と改称

昭和48年３月 社名を株式会社日本エル・シー・エーと改称。総合コンサルティングファームとして新発足

昭和61年３月 株式会社ベンチャー・リンク（現・株式会社Ｃ＆Ｉ Holdings）を設立

平成２年４月 京都市にて職業紹介事業許可取得。

人材紹介業務を柱にキャリアディベロップメント事業へ進出

平成４年１月 知的生産性向上システム「ＤＩＰＳ」を発表

平成６年11月 第１回「DIPS大賞」開催

平成７年３月 株式会社ベンチャー・リンク店頭登録

平成８年12月 グループウェアソフト「DIPSWARE」リリース

平成９年11月 システムプロバイダー事業へ進出

平成10年６月 キャリアディベロップメント事業の一分野として、アウトプレースメント業へ進出

アウトソーシング事業へ進出

平成11年12月株式会社イデア・リンクを設立

平成12年４月 株式会社シーエス・リンクを設立

平成12年７月 株式会社ケア・リンクを設立

平成12年10月大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場に株式を上場

平成12年12月株式会社リンク・プロモーション（現・株式会社カーリンク）を設立

平成13年５月 株式会社エス・アイ・リンクの第三者割当を受け、子会社化。株式会社ルネス・インターナショ

ナルを連結範囲の見直しにより、子会社化

平成13年７月 株式会社リンク・ワンを設立

平成14年４月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成14年９月 株式会社エル・シー・エーコミュニケーションズを設立

平成15年７月 株式会社ＮＱＡ－Ｊａｐａｎを設立

平成16年４月 株式会社ルネス・インターナショナルが株式会社エス・アイ・リンクを吸収合併し、商号を株式

会社エル・シー・エー・リコンストラクションに変更

平成16年７月 株式会社リンク・ワン東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

平成16年９月 株式会社ユー・エフ・リンクを子会社化

平成17年１月 株式会社ＬＣＡ－Ｉを設立

平成17年５月

平成17年５月

北京如水慧企業管理諮詢有限公司を子会社化

株式会社Ａｃｔｉｖｅ　Ｌｉｎｋを設立

平成19年５月 株式会社エム・シー・アイを「新設分割」により設立

平成20年３月 株式会社エス・エフコミュニケーションズを子会社化

平成20年５月

平成20年11月

平成21年５月

　

　

平成21年８月

株式会社ＭＳ＆Ｃｏｎｓｕｌｔｉｎｇを「新設分割」により設立

本社を東京都台東区へ移転

株式会社日本エル・シー・エー（現・連結子会社　株式会社インタープライズ・コンサルティン

グ）及び株式会社ＣＯＳＭＯ（現・連結子会社）を「新設分割」により設立、純粋持株会社とな

り、商号をＡＲｕＣｏ　Ｕｎｉｏｎ株式会社に変更

商号を株式会社エル・シー・エーホールディングスに変更

平成22年８月

平成23年11月

平成23年12月

平成24年１月　

平成24年11月

平成25年８月

平成25年８月　

本社を東京都中央区へ移転

株式会社Interface（現・連結子会社）を新規設立により子会社化

株式会社メディマックス（現・連結子会社）を株式取得により子会社化

商号を株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングスに変更

地球環境開発株式会社（現・連結子会社）を株式取得により子会社化　

本社を東京都港区へ移転

商号を株式会社エル・シー・エーホールディングスに再変更
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び当社の関係会社（子会社７社）で構成されており、業種・業務に特化した経営コンサル

ティングを始めとした各種コンサルティングサービスの提供及び実業子会社を展開しております。セグメント別の事

業内容と当社及び関係会社の当該事業における関連は次のとおりです。

１．セグメント別事業内容

①マネジメントコンサルティング事業

㈱インタープライズ・コンサルティング 

・主に、「住宅・不動産業界」、「ＳＳ＆店舗ビジネス業界」の各業界に特化したコンサルティングを得意とし、その

内容は以下のとおりです。

（住宅・不動産業界分野）

大手ハウスメーカー、地域ビルダー、中堅建設会社、不動産デベロッパーを対象として、事業拡大・収益向上のため

のノウハウ開発とその提供及び経営全般に関わるコンサルティングの展開を行っております。また、“紹介営業”

のノウハウを研修スタイルで提供する「紹介ナビ」や、分譲住宅を展開する企業向けコンサルティングパッケージ

を展開しております。

（ＳＳ＆店舗ビジネス業界分野）

　石油元売各社及び、ＳＳ（サービス・ステーション）を対象として、店舗運営指導、収益拡大支援等のコンサルティン

グを行っております。また、エステ等の対人サービスを主とした店舗ビジネス業界を対象に接客改善、組織風土改善、

採用支援等のコンサルティングを行っております。

・業界を問わないコンサルティングサービスとして、当社が開発したホワイトカラーの「知的生産性向上システムＤ

ＩＰＳ」の考え方に基づき、企業経営全般及び各種事業部門の生産性向上支援、中期経営計画策定支援、組織活性化、

人事制度構築支援等のコンサルティングを行っております。

②ビジネスパッケージ提供事業

㈱ＣＯＳＭＯ

・主として当社グループのシェアド・サービスを行っております。

・上記に加え、外部企業に対して、バックオフィス機能強化・サポート事業、事業承継支援、Ｍ＆Ａ支援、財務系・人事

系コンサルティング等を提供しております。

㈱メディマックス

・テレビを中心とした広告代理店業、タレントマネジメント及びキャスティング、テレビショッピングやテレビコマー

シャル、販売商品の広告宣伝を目的としたホームページ等の制作事業を展開しております。　

㈱Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ

・今後、主に紙媒体での広告代理業や、アミューズメント事業を中心としたイベント企画業務を受託する計画です。

③海外戦略事業

地球環境開発㈱

・次期より、欧州の電力会社・商社への販路を有する提携先とともに、バイオマス燃料（主としてパームカーネルシェ

ル（PKS）：パーム椰子搾油工場から廃棄される椰子殻）の販売を開始致します。
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２．当社の関係会社のセグメントとの関連 

　当社グループの事業系統は以下のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任 資金援助
営業上
の取引

設備の
賃貸借

業務提携
など

㈱Ａｃｔｉｖｅ　Ｌｉ

ｎｋ（注４）

東京都

港区　
50

ビジネスパッ

ケージ提供事

業

100.0役員　２名
資金貸付

債務保証

経営管理

業務受託
備品等 －

㈱インタープライズ・

コンサルティング（注

２）（注６）

東京都

港区
80

マネジメント

コンサルティ

ング事業

99.0

(99.0)
役員　２名 資金借入

経営管理　

業務受託　
備品等

顧客紹介

等

㈱ＣＯＳＭＯ（注２）

（注５）

東京都

港区
25

ビジネスパッ

ケージ提供事

業

100.0　 役員　２名 －
業務委託

業務受託　
備品等

顧客紹介

等

㈱インタープライズ・

ホールディングス

東京都

港区
80中間持株会社 99.0役員　１名 － － － －

㈱Interface
東京都

港区
9

ビジネスパッ

ケージ提供事

業

100.0役員　１名 － － 備品等 －

㈱メディマックス
東京都

港区
37

ビジネスパッ

ケージ提供事

業

100.0 － － － － －

地球環境開発㈱
東京都

港区
6 海外戦略事業 100.0役員　２名 資金貸付 経営管理 － －

 （注）１．連結子会社の主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．「議決権の所有割合」欄の(　)内は、間接所有割合で内数であります。　

４．債務超過会社であり、債務超過の額は平成25年５月20日時点で475,355千円となっております。

５．債務超過会社であり、債務超過の額は平成25年５月20日時点で77,243千円となっております。

６．㈱インタープライズ・コンサルティングについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益等 (1）売上高 915,118千円

 (2）経常損失 26,698

 (3）当期純損失 16,239

 (4）純資産額 404,503

 (5）総資産額 512,437
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　当社グループにおける、セグメントごとの従業員数を示すと次のとおりであります。

 平成25年５月20日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

マネジメントコンサルティング事業 7 (0)

ビジネスパッケージ提供事業 9 (0)

海外戦略事業 0 (0)

管理部門 12 (0)

合計 28 (0)

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　　　　２．前連結会計年度末比の大幅な減員は、㈱インタープライズ・コンサルティングにおける従業員の大量退職により

ます。

　

(2）提出会社の状況　

 平成25年５月20日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

0  (0) － － －

　（注）持株会社であるため、従業員数は０となります。

　　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。従業員数が０のため、労使問題はございません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)経営成績

当連結会計年度の概要

当社グループは、当連結会計年度も引き続き「収益力向上に基づくキャッシュ・フローの改善」と「財務基盤の改

善・安定化」を重点経営課題として改善を進めて参りました。

その結果、「収益力向上に基づくキャッシュ・フローの改善」において当社グループの売上高は、厳しい市況にも

かかわらず、第３四半期連結会計期間までは連結子会社各社の貢献により前年を上回る水準を達成致しました。しか

しながら、㈱インタープライズ・コンサルティングにおける同社取締役及び従業員の大量退職により、第４四半期連

結会計期間の同社の売上高は前年を大きく下回る結果となりました。また、人員減少への対応策として業務推進を外

部人材の活用に頼らざるを得なくなったことにより原価が膨らみ、当連結会計年度は一転して営業赤字となりまし

た。

なお、㈱インタープライズ・コンサルティングは、上記大量退職の背景には同社元取締役らの関与があったとして、

この責任を追及するため、平成25年８月２日付で元取締役らを被告として訴訟を提起しております。

一方、「財務基盤の改善・安定化」については、第１四半期連結会計期間において現物出資を含む第三者割当によ

る新株式発行を実施したことにより70百万円の資金調達と305百万円の債務圧縮を実現致しました。

以上の結果、売上高は1,107,226千円（前期比13.5％減）、営業損失は192,640千円（前期営業利益19,132千円）、経

常損失は383,154千円（前期経常損失115,281千円）、当期純損失は272,554千円（前期当期純損失239,591千円）とな

りました。

セグメント別の業績は次のとおりです。

①マネジメントコンサルティング事業

マネジメントコンサルティング事業は、当社グループの根幹となる事業であり、長年に亘って安定的な収益基盤を

誇って参りました。㈱インタープライズ・コンサルティングは、当社グループの中核企業として第３四半期連結会計

期間まで業績全体を牽引する実績を上げておりましたが、第２四半期連結会計期間以降に生じた人員減少を要因とし

た売上高の減少と原価率の上昇により、当連結会計年度における事業成績は、売上高、各利益項目全てにおいて前年を

下回る結果となりました。

その他のグループ会社の業績を含めたセグメント全体の結果として、売上高926,390千円（前期比16.8％減）、営業

損失101,806千円（前期営業利益57,239千円）となりました。

②ビジネスパッケージ提供事業

ビジネスパッケージ提供事業の中心である㈱ＣＯＳＭＯでは、当連結会計年度は当社グループの体制強化を目的と

して、各社に対するシェアドサービスの提供に比重をおいた活動を進めておりました。一方で、外部企業に対するバッ

クオフィス機能強化・サポート事業、事業承継・Ｍ＆Ａ支援、財務系及び人事系コンサルティング等も実施しており、

特に事業承継・Ｍ＆Ａ支援、財務体質の強化・改善コンサルティング分野においては、これまでの活動が結実し、引き

合いも増えております。また当連結会計年度は、上場企業の管理部門である強みを活かした管理部門の体制強化コン

サルティングにもサービス領域の拡大を実現致しました。

平成23年12月に子会社化した㈱メディマックスは、テレビショッピング放送枠の年間契約権の販売や、テレビ

ショッピング、テレビコマーシャル、販売商品の広告宣伝を目的としたホームページ等の制作業務を受託しておりま

す。しかしながら、国内の広告需要の伸び悩みや、これまで主流であったマスメディア広告の減少及び広告媒体の多様

化に対応するための人員確保等が遅れたことにより、当連結会計年度における成績は、当初予想よりも幾分低調な結

果となりました。

以上の結果、売上高141,942千円（前期比39.2％増）、営業損失70,472千円（前期営業損失15,289千円）となりまし

た。

③海外戦略事業

海外戦略事業は、これまで㈱インタープライズ・コンサルティングの韓国向け事業部門を主軸としておりました

が、従業員が離脱した影響により、当連結会計年度における売上高は大きく減少しました。

一方、昨年11月に子会社化した地球環境開発㈱が展開するバイオマス燃料の販売事業は、当連結会計年度中の事業

開始を目標に準備を進めていたものの、排出権価格の暴落や、ドイツでのバイオマス燃料に関する補助金打切り等の

外部要因により、販売先との価格面の調整に時間を要し、契約締結が予定よりも後ろにずれ込んだため、本格稼働は次

期に持ち越すこととなりました。

その結果、最終的にはセグメント合計で売上高38,893千円（前期比40.6％減）、営業損失20,361千円（前期営業損

失22,817千円）となりました。
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(2)キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動による資金は225,882千円の使用（前期は122,343千円の使用）となりました。 

　これは、税金等調整前当期純損失253,280千円に対して、減価償却費16,735千円、負ののれん発生益180,733千円及び

減損損失22,950千円を計上し、未払金の増加88,093千円、売上債権の減少66,207千円等があったことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動による資金は41,685千円の使用（前期は98,422千円の使用）となりました。 

　これは主に、関係会社株式の取得による支出55,680千円、投資不動産の売却による収入14,000千円等があったことに

よります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動による資金は36,965千円の獲得（前期は427,560千円の獲得）となりました。

　これは主に株式の発行による収入170,441千円、短期借入金の純減少額145,572千円等があったことによります。

　次期におきましても引き続き、営業キャッシュ・フローを重点に、キャッシュ・フローの抜本的改善に取り組み、運

転資金の効率的な確保を目指して参る所存です。

　

２【受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

前年同期比（％）

マネジメントコンサルティング事業（千円） 520,540   　　     44.0

ビジネスパッケージ提供事業（千円） 141,942   139.2

海外戦略事業（千円） 1,752 　　    2.2

合計（千円） 664,234 　  48.6

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(2）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

前年同期比（％）

マネジメントコンサルティング事業（千円） 926,390          83.2

ビジネスパッケージ提供事業（千円） 141,942    139.2

海外戦略事業（千円） 38,893     59.4

合計（千円） 1,107,226     86.5

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　

３【対処すべき課題】

①コンサルティング事業の安定収益化、ビジネスパッケージ提供事業の確実な成長を実現し、さらに新規コンサル

ティング事業の開発や収益性のある事業をグループ内に取り込む等により、当社グループの成長・発展を目指しま

す。

②資金調達、資本業務提携等の資本増強により、財務体質のさらなる改善を実現して参ります。 

③当社グループにおける従業員満足度を高めるためのモチベーション施策や教育システムの充実、権限委譲の推進等

を通じて若手人材の早期育成と中堅人材のマネジメント力の向上による人材育成を推進して参ります。 

④コーポレート・ガバナンス、内部統制システム、適時開示体制をさらに強化し、コンプライアンスの徹底に努め、経

営の健全性・透明性を高めて参ります。
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４【事業等のリスク】

本項においては将来に関する事項が含まれており、当該事項は、有価証券報告書提出日（平成25年８月20日）現在

において当社グループが認識したものです。

  また、下記記載事項は当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではございません。今後、リスク発生の可

能性を認識した場合や、想定外に発生したリスクに対しては、当社グループ全体で対処すべく取り組んで参ります。 

(1)有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項は以下のとおりです。

①コンサルティング事業に関するリスク

　コンサルティング事業においては、契約内容の不備、提供業務の品質と顧客の期待値との相違、顧客の経営環境の変

化等の理由によって、コンサルティング業務の中断・中止・変更に伴う返金、未入金等のリスク及び売上計上基準の

変更による会計上のリスクがございます。

　当該リスクに対しては、顧客満足度を高めるための品質管理の強化、顧客の満足度調査の実施、当社グループのコン

サルタントの育成強化、売上計上基準に関する保守的な判断を行う等の施策により、想定されるリスクの回避を実施

して参ります。

②情報漏洩に関するリスク

  当社グループでは、開発、販売、経営管理などあらゆる場面でＩＴ技術を駆使しての業務を行っております。ＩＴ技

術を用いた顧客や仕入先との情報伝達が活発に行われている中、顧客情報や個人情報、当社コンサルティングノウハ

ウなどの重要な情報が漏洩する事故や事件が発生した場合には、当社グループの信頼の低下や損害賠償請求等が発生

することが想定され、業績及び財政状況等に悪影響を及ぼす可能性がございます。

　これらのリスクに対し、当社ではセキュリティシステムの強化、重要情報へのアクセス規制、社員に貸与する全ての

ノートパソコンへの情報漏洩対策ソフトの導入等により、情報セキュリティー体制を構築しております。

③中国における事業に関するリスク

　当社グループは、中国において現地法人（合弁会社で子会社）を設立し、中国企業の日本進出コンサルティング、日

本企業の中国進出コンサルティング、中国におけるマネジメントコンサルティング事業を展開しております。このこ

とから中国における商習慣、法制度、税制等、政治情勢や文化・宗教の違い等に起因するリスク及び想定外の為替変動

リスクにより、当社グループの信頼性、業績及び財政状況等に悪影響を及ぼす可能性がございます。

　これらのリスクに対しては、現地法人に対する定期的な監査や、法的リスクを回避するための専門機関と連携をとる

ことにより、各種対策を行っております。

④差押に関するリスク

　当社は、資金繰りの悪化から、源泉所得税その他の租税債務一部を滞納し、また取引先・一般事業者等に対する多額

の未払いがありましたところ、関係当局及び債権者より当社保有資産に対する差押を受けております。当社は、これら

の差押の解除及び公売（強制競売）実施の回避に向けて、関係当局及び債権先との間で、納付または支払方法等につ

いて協議を行っていく予定ではありますが、協議が調わず、差押資産の公売または競売が実行された場合には、当該公

売（競売）価額と簿価との差額が特別損失等に計上されることとなり、当社グループの業績及び財政状況等に悪影響

を及ぼす可能性があります。

　また、差押がなされたことを要因とした信用力の低下により、当社グループの顧客・取引先からの契約解除等が発生

する可能性や借入先やリース契約先等から期限の利益喪失による一括弁済の要求がなされる可能性があります。

　このような事態が生じた場合には、売上高の減少、管理費等の計上費用の増大、資金需要の増大等により、当社グルー

プの業績及び財政状況等に影響を与えるリスクがあります。

　これらのリスクに対して、第三者割当増資その他の資金調達や保有不動産の売却による必要資金の確保により、現状

の差押解除及び差押リスクの回避に努めて参りますと共に、顧客企業や取引先との関係強化による信用不安の低減に

尽力して参る所存です。

⑤潜在株式の行使による株式価値の希薄化に関するリスク

　当社には、平成24年６月18日付で提出した有価証券届出書に基づき発行された第７回新株予約権105,694個

（105,694,000株）の潜在株式があります。これらの潜在株式が全て行使された場合、発行株式数は437,602,620株、発

表日時点の既発行済株式総数331,908,620株に対する比率は31.84％となり、１株あたりの株式価値が希薄化され株価

形成に影響を及ぼす可能性があります。
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(2)提出会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出会

社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　当社グループは、引続き厳しい経営環境の中、財務体質改善に向けて、収益性の向上とキャッシュ・フローの改善に

グループの総力をあげて取り組んでおりますが、当連結会計年度においては192,640千円の連結営業損失を計上し、営

業キャッシュ・フローについては、前連結会計年度に122,343千円、当連結会計年度に225,882千円とマイナス計上と

なりました。加えて、多額の税金滞納や未払金の支払遅延により、税務当局及び債権者から当社グループ保有の重要な

資産の差押を受けております。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成さ

れております。

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の状況は以下のとおりであります。

(1）財政状態に関する分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は671,670千円（前連結会計年度末は947,697千円）となり、276,027千円

減少いたしました。主たる増減の内容は、現金及び預金の減少230,602千円、売掛金の減少66,207千円等であります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は2,260,944千円（前連結会計年度末は2,392,416千円）となり、131,472

千円減少いたしました。

　有形固定資産の残高は8,693千円（前連結会計年度末は16,354千円）となり、7,661千円減少いたしました。 

　無形固定資産の残高は99,040千円（前連結会計年度末は122,622千円）となり、23,581千円減少いたしました。 

　投資その他の資産の残高は2,153,210千円（前連結会計年度末は2,253,439千円）となり、100,229千円減少いたしま

した。

主たる増減の内容は、のれんの減少23,573千円、長期貸付金の減少40,880千円、投資不動産の減少24,386千円及び貸

倒引当金の増加39,185千円等であります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は2,145,718千円（前連結会計年度末は2,552,144千円）となり、406,425

千円減少いたしました。主たる増減の内容は、短期借入金の減少195,260千円、未払金の減少146,876千円及び未払法人

税等の減少23,786千円等であります。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は122,332千円（前連結会計年度末は104,289千円）となり、18,043千円

増加いたしました。主たる増減の内容は偶発損失引当金の増加24,605千円、その他の固定負債の減少6,037千円等であ

ります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は664,564千円となりました。（前連結会計年度末は683,681千円）となり、

19,117千円減少しました。主たる増減の内容は、資本金の増加248,446千円、資本剰余金の増加245,953千円、利益剰余

金の減少272,554千円、少数株主持分の減少248,506千円等であります。
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(2）キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの状況は、「１．業績等の概要　(2）キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。

　当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

　 平成21年５月期　平成22年５月期　平成23年５月期　平成24年５月期　平成25年５月期　

自己資本比率（％） 6.1 △5.1 4.3 12.7 22.0

時価ベースの自己資本比率

（％）　　　　　　
120.3 21.0 16.2 161.5 113.2

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）　　　
－ － － － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュフロー／利払い　

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。　

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

（注５）キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため

記載しておりません。

　

(3）経営成績の状況は、「１．業績等の概況（１）経営成績」に記載のとおりであります。

　

(4）目標とする経営指標

当社グループは、グループ全体としての企業価値を向上していくことを経営の目標としております。自己資本を厚

くすることで安全性を確かなものにすべく、経営指標として自己資本比率を高めることに努めてまいります。

　

(5）次連結会計年度の見通し

当社グループは、次期は「㈱インタープライズ・コンサルティング」、「㈱ＣＯＳＭＯ」、「㈱メディマックス」、

「㈱Interface」、「地球環境開発㈱」の５社を中心に、「事業収益の回復に基づくキャッシュ・フローの改善」を重

点課題として事業を展開して参ります。しかしながら、当社は現在も、資金不足の状況が継続しており、依然として延

滞債務の解消に向けての見通しは厳しい状況です。この課題を解決するには、現状の連結子会社の収益力の改善・向

上に加え、当社グループの既存事業とのシナジー効果が高く、収益性の高い事業（企業）をグループ内に取り組むこ

とが不可欠であると考えております。そこで、平成23年12月に㈱メディマックスを、平成24年11月には地球環境開発㈱

を子会社化し、これらの会社による収益貢献が実現しつつあります。そこで次期も引き続き、収益性のある企業買収ま

たは事業譲受を実施して参る方針です。

その第一段階として、Ｍ＆Ａ関連のコンサルティングを行う当社子会社である㈱ＣＯＳＭＯが保有する案件等の中

から、当社グループ各社との高いシナジー効果が見込まれる企業を買収（または事業譲受）すべく、既に現時点で数

社に対して交渉を開始しております。さらに第二段階として、既存事業の付加価値向上及び販路拡大のため、インター

ネットやモバイル端末等を活用したコンサルティング商品の開発検討も進めております。

これらの施策により、次期は、さらなる収益性の回復と中長期的な視点での事業拡大、及び収益力を向上させること

でキャッシュ・フローの安定化を実現し、延滞債務の縮小及び当社グループの事業再生を一段と進めて参ります。
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既存子会社の次期の見通しについては以下の通りです。

㈱インタープライズ・コンサルティングは、当社グループの創業以来48年間、中核事業としてきた経営コンサル

ティングサービス事業を承継した企業であり、同社の提供するサービスは、中小企業から大手企業まで幅広い支持を

頂いております。しかしながら、前述のとおり、従業員数の大幅な減少により事業の縮小を余儀なくされております。

ただ、半世紀に亘って12,000社を超える企業に対するコンサルティングサービスの提供により培った信頼と良質な

商品を保有することには変わりなく、次期も引き続き、業界特化型コンサルティングについては「住宅・不動産業

界」、「ＳＳ＆店舗ビジネス業界」を中心に、また業界を問わない分野である、経営戦略策定、人事制度構築、理念策定

・浸透等のコンサルティングサービスについても更なる品質の向上を図り、高収益の達成に向けた展開を進めて参り

ます。

㈱ＣＯＳＭＯは、当期に引き続き、上場企業としての管理体制を更に強固なものにすべく、当社及び当社グループ各

社に対するシェアド・サービスを主軸とする方針です。その一方で、長年、上場企業の管理部門としての役割を担う中

で蓄積してきたノウハウを生かし、財務・人事労務分野を中心に、グループ外の企業に対して、様々な経営課題の解決

及び経営戦略の策定、実現に関する支援を行っていく方針です。特に「事業承継」を切り口とした、Ｍ＆Ａ、その準備

段階としての財務改善の支援等については、顧客からの評価も高く、更なる事業伸張を期待しております。

㈱メディマックスは、テレビを中心とした広告代理店業、タレントマネジメント及びキャスティング、テレビショッ

ピングやＣＭ等の制作事業を展開しております。次期は、主として制作事業に注力することで業績拡大を図る方針で

す。

㈱Ｉｎｔｅｒｆａｃｅは、次期以降、紙媒体を中心とした広告代理店業や、アミューズメント事業を中心としたイベ

ントの企画業務を担うことにより、事業の安定化を進めて参ります。

　地球環境開発㈱については、次期の早い段階で欧州の電力会社・商社に対するバイオマス燃料（主としてパーム

カーネルシェル（PKS）：パーム椰子搾油工場から廃棄される椰子殻）の販売開始を目指します。その上で、中長期的

な事業計画として、今後、バイオマス燃料の需要増加が見込まれる新興国向けの販路の開拓と、より高収益なバイオマ

ス燃料の開拓・製品化、原料国における仕入ルートの確保等を進める方針です。

　

(6）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析及び対応策

当社グループは、「４　事業等のリスク　(2）」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が生じております。

当社グループは、引続き厳しい経営環境の中、財務体質改善に向けて、収益性の向上とキャッシュ・フローの改善に

グループの総力をあげて取組んでおりますが、当連結会計年度において272,554千円の当期純損失を計上し、営業

キャッシュ・フローについては、前連結会計年度に122,343千円、当連結会計年度に225,882千円とそれぞれマイナス

となっております。加えて、多額の税金滞納や債務の支払遅延により、税務当局及び債権者から当社グループ保有の重

要な資産の差押を受けております。

これらの状況の解消に向けては、事業収益力の回復及び財務体質の改善が必須課題となります。そこで当社は、新た

な事業分野への進出を図るべく、平成24年11月に地球環境開発㈱を子会社化し、バイオマス燃料事業への参入準備を

進めた結果、次期以降、同事業が当社グループの収益源の一翼を担う体制が整って参りました。当社は、次期以降も引

続き新規事業をグループ内に取り込むことにより、更なる収益性向上と企業価値の拡大を進め、営業キャッシュ・フ

ローの黒字化を目指して参ります。また、当社グループの事業との相乗効果が見込まれる企業との資本業務提携等も

引続き検討しております。これらの施策の進捗により、当社グループの経営再建に対する期待が回復し、平成24年７月

４日に発行した新株予約権（権利行使により調達できる資金の総額1,746,189千円）を行使頂くことにより必要な資

金を調達し、財務体質の健全化を図る方針です。

しかしながら、新株予約権の行使は、株価の影響を受けるものであり行使の時期によっては資金計画の実現可能性

に重要な不確実性があります当該状況のため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 　
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度における重要な設備投資の実施及び重要な設備の除売却等はありません。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

 平成25年５月20日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び構
築物
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都港区）
共通 本社機能 2,290 2,730 5,021

0

(0)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりませ

ん。

２．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

(2）国内子会社

　　該当事項はありません。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末現在における重要な設備等の新設及び重要な設備の除売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 766,000,000

計 766,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成25年５月20日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年８月20日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

　普通株式 331,908,620 331,908,620
㈱東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株 

計 331,908,620 331,908,620 － －

（注） １．提出日現在の発行済株式のうち215,904千株は、現物出資（短期貸付金債権　2,177,064千円、未収債権　

524,839千円、土地及び建物　2,663,477千円）によるものであります。

　     ２．「提出日現在発行数」には、平成25年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれていない。

　

(2)【新株予約権等の状況】

　　　　会社法の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

平成24年６月18日開催取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成25年５月20日）
提出日の前月末現在
（平成25年７月31日）

新株予約権の数（個） 105,694 105,694

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　105,694,000 　105,694,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 15.3 同左

新株予約権の行使期間
自  平成24年７月９日

至  平成26年７月８日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  　 15.453

資本組入額   7.7265
同左

新株予約権の行使の条件 （注） （注）

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権の譲渡については、

当社取締役会の承認を要するもの

とする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ 同左

（注）新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

②　各本新株予約権の１個未満の行使はできない。

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】
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年 月 日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成20年８月11日

 （注）１
－ 38,897,920 － 3,299,944△2,604,551 －

平成20年８月29日

 （注）２
4,980,30043,878,220129,4873,429,431124,507 124,507

平成20年11月10日

 （注）３
1,571,30045,449,52028,2833,457,71526,712 15,219

平成20年12月15日

 （注）４
18,180,00063,629,520309,0603,766,775290,880 442,099

平成21年５月18日

 （注）５
116,619,100180,248,6201,516,0485,282,8231,399,4291,841,528

平成20年12月16日～

平成21年５月20日

 （注）６

7,400,000187,648,620124,4685,407,291124,4681,965,996

平成21年７月31日

 （注）７
5,229,000192,877,62041,8325,449,12338,1712,004,168

平成22年４月５日

 （注）８
43,518,100236,395,720130,5545,579,677104,4432,108,611

平成21年５月21日～

平成22年５月20日

 （注）９

3,910,000240,305,72049,8525,629,53049,8522,158,464

平成23年11月24日

 （注）10
18,112,200258,417,92074,2605,703,79072,4482,230,913

平成23年５月21日～

平成24年５月20日

 （注）11

41,250,000299,667,920194,8235,898,614194,8232,425,736

平成24年７月４日

 （注）12
24,934,700324,602,620191,9976,090,611189,5032,615,240

平成24年７月９日～

　

平成25年５月20日

 （注）13

7,306,000331,908,62056,4496,147,06156,4492,671,690

  （注）１．平成20年８月11日開催の定時株主総会決議に基づき、資本準備金を2,604,551,969円減少し、欠損填補してお

ります。 

        ２．現物出資による第三者割当  

 　　　　　（デット・エクイティ・スワップ）

 　　　　　 発行価格　51円 　　資本組入額　26円

 　　　　　 割当先　共生ビジネス・パートナーズ株式会社

        ３．現物出資による第三者割当  

 　　　　　（デット・エクイティ・スワップ）

 　　　　　 発行価格　35円 　　資本組入額　18円

 　　　　　 割当先　有限会社デーショップ、株式会社オートシステム21、淡路ホンダ販売株式会社
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        ４．現物出資による第三者割当  

 　　　　　（デット・エクイティ・スワップ）

 　　　　　 発行価格　33円 　　資本組入額　17円

 　　　　　 割当先　株式会社Zephyrus Capital

        ５．現物出資による第三者割当  

 　　　　　（デット・エクイティ・スワップ）

 　　　　　 発行価格　25円 　　資本組入額　13円

 　　　　　 割当先　　株式会社オナーズヒル軽井沢、細野衣江、細野スエ子、有限会社細野商事、株式会社ティエス・アドバイ

ザーズ

        ６．新株予約権の行使による増加であります。

     ７．第三者割当

発行価格　15.3円　　資本組入額８円　　　　 

割当先　　Generation Capital Ltd.　

　　 ８．現物出資による第三者割当

（デット・エクイティ・スワップ）

発行価格　5.4円　資本組入額　３円 

割当先　　新日本アルク工業株式会社、日本ロストワックス株式会社、プライベートエクイティ株式会社、田中

成奉、木本俊行、和田康、ロハス＆カンパニー株式会社

　　 ９．新株予約権の行使による増加であります。

　　 10．第三者割当

発行価格　8.1円　　資本組入額4.1円　　　　 

割当先　　ストラテジック・パートナーズ投資事業有限責任組合、新日本アルク工業株式会社　

　　 11．新株予約権の行使による増加であります。

　　 12．一部現物出資による第三者割当

（デット・エクイティ・スワップ）

発行価格　15.3円　資本組入額　7.7円 

割当先　　株式会社オナーズヒル軽井沢、Core Pacific ‒ Yamaichi International (H.K.) Limited、有限会

社デーショップ

     13．新株予約権の行使による増加であります。

　

(6)【所有者別状況】

 平成25年５月20日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人）  0 1   22  58  24 17      7,994     8,116 －

所有株式数

（単元）
0      35,448   48,954688,475    339,139     4,433 2,202,623  3,319,072    1,420

所有株式数の

割合（％）
  0.00    1.07     1.47    20.74    10.22    0.13    66.36    100.00－

　（注）１．自己株式1,004株は、「個人その他」に10単元、「単元未満株式の状況」に4株含めて記載しております。

２.「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が42単元含まれております。
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(7)【大株主の状況】

 平成25年５月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社オナーズヒル軽井沢 東京都港区南青山５丁目10－２

　

53,559,500

         

16.13    

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　－

　ジャスディック　ノン　トリー

ティー　アカウント

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行決済営業部）

　

ONE WALL STREET, NEW YORK

NY10286 USA

 

（東京都中央区月島４丁目16－13）

　

10,031,600

          
3.02    

カイザーグローバルインベスト

メント

（常任代理人　弁護士　丸山　一

郎）　

 

19 KEPPEL ROAD #03-05 JIT POH

BUILDING SINGAPORE

（東京都中央区築地１丁目12－22

 コンワビル13階　東京晴和法律事務所）

 

9,259,200

          
2.78    

株式会社ＭＫＭホールディングス 東京都千代田区霞が関３丁目６－14

 

7,930,000

          

2.38    

エスアイエックス　エスアイエス

　エルティーディー

（常任代理人　株式会社三菱東京

UFJ銀行）

 

BASLERSTRASSE 100, CH-4600

OLTEN SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１

　決済事業部）　

 

 6,600,000

         
1.98    

久保　喜彦 神奈川県横浜市中区

　

5,000,000

         

1.50    

コア　パシフィック　ヤマイチ　イ

ンターナショナル　ホンコン　リ

ミテッド　アカウント　クライア

ント

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店　カストディ業務部）　

36/F,CoscO Tower,Grand Millennium

Plaza183 Queen's Road Central Hong

Kong

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

4,433,000

         
1.33    

近藤　広嗣 東京都北区

　

4,010,000

         

1.20    

佐戸　康高 東京都港区

　

4,000,000

         

1.20    

水野　英行 岐阜県土岐市　

　

3,900,000

        

1.17    

計 － 108,723,30032.75    
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(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年５月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式     　1,000
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 331,906,200 3,319,062 同上

単元未満株式 普通株式       1,420 － －

発行済株式総数  331,908,620 － －

総株主の議決権 － 3,319,062 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,200株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数42個が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成25年５月20日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社Ｌ’ＡＬ

ＢＡホールディン

グス（注）

東京都中央区銀座

一丁目20番14号
   1,000  －　     1,000 0.00    

計 －    1,000  －　     1,000 0.00    

（注）　株式会社Ｌ'ＡＬＢＡホールディングスは、平成25年８月９日付で「株式会社エル・シー・エーホールディング

ス」に社名変更し、住所を「東京都港区虎ノ門一丁目17番１号」に移しております。

 

(9)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。　
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

処分、消却又は
移転株式数(株)

処分価額の総額
（千円）

処分、消却又は
移転株式数(株)

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 1,004 － 1,004 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成25年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

　

３【配当政策】

　当社グループは、株主価値を高めるとともに、安定配当を継続し利益還元を行うことを重要課題と考え経営基盤の確

立と今後の業績拡大のための内部留保の充実等を総合的に勘案し、中間配当と期末配当の年２回、剰余金の配当を行

うことを基本方針としております。

また、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当を行うことができる旨及び毎年

11月20日を基準日として中間配当を行うことができる旨を、定款に定めております。　

  当期の配当につきましては、未だ累積損失を解消するには至っていないことから見送らざるを得ない状況となって

おりますが、早期に収益改善を図り、復配を実現したいと考えております。

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成21年５月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月 平成25年５月

最高（円） 109 28 4 21 21

最低（円） 18 3 1 1 6

（注）最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年12月平成25年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 11 12 10 10 14 12

最低（円） 8 8 7 7 6 7

（注）最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役　　　名 職　　　名 氏　　　　名 生　年　月　日 略　　　　　　　　　　　　歴 任期
所　有
株式数
（千株）

代表取締役

社長
 笹部高廣 昭和25年６月19日生

平成６年12月　日本電気工事㈱（現ＮＥＣネッツエス

アイ㈱） 経理部長

平成14年４月　同社 地域本部事業企画室長

平成17年６月　東洋ネットワークシステムズ㈱（現

ネッツエスアイ東洋㈱） 常務取締役

平成23年８月　当社 取締役

平成24年８月　当社 代表取締役社長（現任）　

注３ －

専務取締役
経営戦略担当

兼社長補佐
桑田正明 昭和34年１月31日生

昭和57年４月　㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入行

平成23年11月　同行 退職

平成24年８月　当社 常勤監査役

平成25年８月　当社 取締役（現任）

注３ －

取締役
財務担当

兼ＩＲ担当
田中英男　 昭和39年６月30日生　

平成元年４月　当社 入社

平成11年５月　当社 経営管理部部長

平成12年８月　当社 取締役

平成15年８月　当社 常務取締役

平成16年５月　当社 常務取締役経営管理本部本部長

平成17年７月　当社 常務取締役兼ＣＦＯ　

平成20年８月　当社 常務執行役員経営管理本部長

平成21年５月　㈱ＣＯＳＭＯ　代表取締役社長（現

任）　

平成24年８月　当社 取締役（現任）

注３　 41　

取締役  目黒光紀 昭和38年７月11日生

平成16年11月　インターコンチネンタル・ホテル・

ジャパン㈱（現㈱ホスピタリティ・

ネットワーク）　ホテルインターコン

チネンタル東京ベイ 総支配人

平成18年４月　同社 ホテルインターコンチネンタル

　　　　　　　東京ベイ 執行役員総支配人

平成23年７月　㈱コンステレーションズ設立 

　　　　　　　代表取締役（現任）

平成23年８月　当社 取締役（現任）

注３ －

常勤監査役  川口昌雄 昭和16年３月24日生

昭和34年５月　警視庁 警察官採用

平成７年９月　田園調布警察署長

平成11年３月　警視正

平成12年３月　警視長 同庁退庁

平成16年８月　㈱ゴールドクレスト 監査役

平成21年３月　㈱サクセス・プロ 監査役（現任）

平成22年８月　当社 監査役

平成25年８月　当社 常勤監査役（現任）　

注４ －

監査役 　 西村國之 昭和23年１月６日生

平成９年７月　西新井・江戸川北税務署 総務課長

平成16年７月　甲府税務署 特別国税調査官

平成18年７月　東京国税局 総務部税務相談室 主任税

務相談官

平成19年８月　税理士登録

平成22年５月　当社 入社

平成23年８月　当社 取締役

平成25年８月　当社 監査役（現任）

注５ －
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役　　　名 職　　　名 氏　　　　名 生　年　月　日 略　　　　　　　　　　　　歴 任期
所　有
株式数
（千株）

監査役 　 白津義明 昭和21年１月４日生

昭和39年４月　㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入行

平成11年10月　同行 新小岩法人部法人部長

平成12年10月　亜細亜証券印刷㈱（現㈱プロネクサ

ス） 入社

平成17年６月　同社 取締役営業開発部長

平成22年８月　当社 監査役（現任）

注４ －

    計  41

（注）１．取締役目黒 光紀は、社外取締役であります。

２．監査役白津 義明及び監査役川口 昌雄は、社外監査役であります。

３．平成25年８月９日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成22年８月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成25年８月９日開催の定時株主総会の終結の時から１年間（辞任した前任者の残任期間）
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞

　当社は、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を実現するための企業統治の体制として監査役設置会社形態を採用

し、厳しい経営環境の変化に対する迅速な対応と、公正かつ透明性の高い意思決定システムを円滑に機能させるための

経営体制及び適切な情報開示や法令遵守の徹底を行うコンプライアンス体制の構築に努めております。また、経営の透

明性確保の見地から情報開示への積極的な取組みを重視し、迅速かつ正確なディスクロージャーに努めております。

①　企業統治の体制

イ.　企業統治の体制の概要

＜取締役体制＞

　当社の取締役会は、毎月１回の「定時取締役会」のほか、迅速な意思決定をおこなうために必要に応じて「臨時取

締役会」を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を最終決定するとともに、業務遂行の状況報告

の確認を実施しております。

＜事業推進会議＞

　グループ会社を含むグループ全体の経営情報につきましては、当社の常勤役員らにより構成される「事業推進会

議」を毎週１回開催し、情報交換及び報告を実施しております。また、当社及びグループ会社における経営方針全般

の報告討議、実務面での意思決定等を当会議にて行っております。

＜各子会社取締役会＞

　各子会社では、当社取締役会で決定した経営方針に則り、各子会社取締役会が主導し迅速に業務執行を行っており

ます。

＜監査役体制＞

　当社の監査役会は、毎月１回の「定時監査役会」のほか、必要に応じて「臨時監査役会」を開催しているほか、

「定時取締役会」、「臨時取締役会」に出席し、取締役の業務の執行状況を監視しております。また、監査役会が定

めた監査方針および監査計画に基づき監査を実施するとともに、取締役および従業員や会計監査人等からの報告事

項、情報等を共有化するなど、監査役間のコミュニケーションの向上によって監査の充実を図っております。

＜その他の監査機能＞

　業務執行における監査の機能として、社長直轄の組織である内部監査室を設置しており、業務執行部門の執行状況

を監査しております。

＜会計監査＞

　当社は清翔監査法人を会計監査人として選任し、会計監査を委嘱しております。同監査法人は独立公正の立場から

財務諸表等に対する意見表明をしております。 

ロ.　当該体制を採用する理由

　当社は、取締役４名を選任しており、うち１名が社外取締役であります。社外取締役には、取締役の職務執行の適法

性を確保するための牽制機能を期待しており、取締役会を通じて必要な情報の収集及び意見の表明を行うととも

に、適宜そのフィードバックを受けることで、適切な意思決定が行われる体制を構築しております。

　また、監査役につきましても、２名の社外監査役を選任しており、その独立性を強化しております。監査役会には、

会計監査人および内部監査部門と連携し、経営・会計・業務監査を実施、検証等を行うことで内部統制が有効に機

能するよう、問題点に対し具体的提案を行うことを期待し、現状の体制を採用しております。

　当社は平成18年５月22日開催の取締役会において「内部統制システム構築に係る基本方針」を定め、その後随時

改定を実施してきております。

ハ.　その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムの整備状況といたしましては、平成18年５月22日開催の取締役会において「内部統制シ

ステム構築に係る基本方針」を定め、その後随時改定を実施してきております。　

・リスク管理体制の整備の状況　

当社はリスク管理に関して、激しく変化する経営環境の中で、ステークホルダーの当社に対する信頼の維持・向

上を図るためには、当社を取り巻くリスクを適切に分析・管理を行い、損害発生の未然の防止、及び内部統制システ

ムの構築が重要課題であると認識しており、ＣＳＲ委員会を中心に内部統制システムの構築・維持・向上を推進す

るとともに、必要に応じて、規則・ガイドラインの策定、コンプライアンス等に関する社内研修の実施等、コンプラ

イアンス経営を積極的に推進しております。　
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ニ.　責任限定契約の内容の概要

社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、当社との間で責任限定契約を締結し

ております。当該契約に基づく賠償限度額は、善意でかつ重大な過失がないときは会社法第425条第１項に定める最

低責任限度額としております。

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円又は当社の会計監査人としての在職中

に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、又は受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額の

うち最も高い額に二を乗じて得た額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、会計

監査人が責任の原因となった職務の遂行について悪意又は重大な過失がないときに限られます。

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査は、各部署から独立した内部監査部門として「内部監査室（人員１名）」を設置しております。こ

れにより、業務の活動と制度を公正に評価・指摘・指導する内部管理を実施しており、監査結果を社長及び監査役に

報告した上で、被監査部門への監査結果通知並びに改善指示を行います。その後の改善状況について調査・確認する

ことにより、内部監査の実効性を確保しております。

また、監査役及び内部監査室は、協議・報告の場を定期的に設けることにより、相互連携を高めながらコンプライア

ンスの徹底や業務改善に反映させております。また、会計上重要と認められる事項については、会計監査人から説明を

受け、情報交換、連携を進めることで、それぞれの監査の実効性を高めるよう努力しております。

取締役会を通じて必要な情報の収集及び意見の表明を行い、適宜そのフィードバックを受けることで、内部監査部

門や会計監査人と相互に連携を図っております。

　

③　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、倉岡隆典、近暁の２名であり、清翔監査法人に所属しております。清

翔監査法人は、監査人として独立の立場から財務諸表等に対する意見を表明しております。また、当社の会計監査業務

に係る補助者は、公認会計士９名、その他４名であります。

　

④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名であり、社外監査役は２名であります。社外取締役及び社外監査役と当社の間には、特別な

利害関係はありません。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準や方針等を設けてはおりません。社外取

締役には、独立した立場からの監督機能を、社外監査役には、業務執行を客観的に監査することを期待して、選任して

おります。社外取締役及び社外監査役が企業経営者または支配人等の経験者である場合には、経営者等としての豊富

な経験と幅広い見識をもとに当社の経営全般にわたる的確な助言を、また、税理士である場合には、専門家としての経

験・識見から当社の論理に捉われず、法令や倫理を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点から発言をいただき、当

社のコーポレート・ガバナンス強化に寄与するものと考えております。
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⑤　役員報酬

　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
5,825 5,825 － － － 5

監査役

（社外監査役を除く。）
925 925 － － － 1

社外役員 4,803 4,803 － － － 5

（注）１．当期において使用人給与相当額を支給している使用人兼務取締役はおりません。

　２．取締役の報酬限度額は、平成14年８月10日開催の第38期定時株主総会決議において月額30百万円以内（ただし、

使用人分給与は含まない。）と決議頂いております。

　３．監査役の報酬限度額は、平成14年８月10日開催の第38期定時株主総会決議において月額５百万円以内と決議頂

いております。

　４．平成24年８月９日付で代表取締役に就任した笹部高廣は、取締役として集計しております。

　

　ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　ハ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬については、株主総会にて決定した報酬総額の範囲内において社長が取締役会に諮って決定し、監

査役の報酬は、同じく株主総会にて決定した報酬総額の範囲内において監査役が協議の上、決定しております。
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⑥　株式の保有状況

　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外のものであるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　　　14銘柄　　　　　2,601千円

　ロ．保有目的が純投資目的以外の目的の上場投資株式 

　該当事項はありません。

　ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当事

業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額　

　

前事業年度

（千円）
当事業年度（千円）　

貸借対照表計

上額の合計額　

貸借対照表計

上額の合計額

受取配当金

の合計額　

売却損益

の合計額　

評価損益

の合計額　

非上場株式　 　－ － 　－ － 　－

上記以外の株式　 191 　－ 3 　268 －

　

　ニ．保有目的を変更した投資株式

　該当事項はありません。

　
⑦　関連当事者との関係に関する基本方針

  当社グループは、連結子会社７社によって構成されております。グループ各社の経営については、環境の変化に機敏

に対応するため出来るだけ自主独立経営を尊重しながら、スピード経営と協業化による事業展開を図り、業績向上に

努力しております。　

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項　

・剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の

権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

・取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、職務の遂行にあたり期待される役割を充分に発揮できるようにす

るため、会社法第426条第１項の規定により、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含

む）の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定

める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨、定款に定めております。　
　

⑨　取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨、定款に定めております。
　

⑩　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行い、かつ累積投票によらない旨定款に定めております。
　

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。　
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(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 15,400 － 18,000 －

連結子会社 － － － －

計 15,400 － 18,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年５月21日から平成25年５月20日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年５月21日から平成25年５月20日まで）の財務諸表について、清翔監査法

人により監査を受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　前々連結会計年度及び前々事業年度　　　やよい監査法人

　　前連結会計年度及び前事業年度　　　　　清翔監査法人

　　  

　当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

　　平成23年10月４日提出

　(1）異動に係る監査公認会計士等の名称

①就任する監査公認会計士等の名称

　清翔監査法人

②退任する監査公認会計士等の名称

　やよい監査法人 

(2）異動の年月日

　平成23年９月26日

(3）退任する監査公認会計士等の直近における就任年月日

　平成22年９月16日

(4）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書または内部統制報告書における意見等に関する

事項

　該当事項はありません。

(5）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　当社は、やよい監査法人を平成23年８月18日開催の当社第47期定時株主総会において、同監査法人を当社の会計

監査人として選任する議案の可決承認を頂きました。

　しかし、平成23年９月８日に、同監査法人から当社の監査体制の構築ができない可能性がある旨の報告があり、

平成23年９月９日に平成24年５月期の監査及び四半期レビュー契約を締結しない旨を合意致しました。

　これにより、早急に会計監査人を選任する必要が生じたため、平成23年９月26日開催の監査役会において、清翔

監査法人を一時会計監査人に選任しております。

(6）上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

　特段の意見はない旨の回答を得ております。

　

３．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加盟し、公開セミナー等にも積極的に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月20日)

当連結会計年度
(平成25年５月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 350,538 119,935

受取手形及び売掛金 203,408 137,201

商品 6,007 9,385

仕掛品 3,546 －

未収入金 287,211 381,147

繰延税金資産 22,057 －

その他 ※4
 98,709

※4
 128,640

貸倒引当金 △23,780 △104,640

流動資産合計 947,697 671,670

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 11,906 3,078

減価償却累計額 △3,914 △600

建物及び構築物（純額） 7,991 2,477

車両運搬具 3,108 3,108

減価償却累計額 △1,993 △2,458

車両運搬具（純額） 1,115 650

工具、器具及び備品 15,944 13,813

減価償却累計額 △13,949 △10,635

工具、器具及び備品（純額） 1,994 3,177

リース資産 16,330 13,094

減価償却累計額 △11,077 △10,707

リース資産（純額） 5,252 2,387

有形固定資産合計 16,354 8,693

無形固定資産

のれん 114,701 91,128

その他 7,921 7,912

無形固定資産合計 122,622 99,040

投資その他の資産

長期貸付金 784,886 744,006

長期未収入金 1,194,961 1,195,136

投資不動産 2,073,623 2,057,674

減価償却累計額 △42,380 △50,817

投資不動産（純額） ※2, ※4
 2,031,243

※2, ※4
 2,006,856

繰延税金資産 4,515 －

その他 ※1
 63,361

※1
 71,925

貸倒引当金 △1,825,529 △1,864,715

投資その他の資産合計 2,253,439 2,153,210

固定資産合計 2,392,416 2,260,944

資産合計 3,340,114 2,932,614

EDINET提出書類

株式会社エル・シー・エーホールディングス(E05141)

有価証券報告書

30/88



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月20日)

当連結会計年度
(平成25年５月20日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,589 4,967

短期借入金 526,198 330,938

未払金 1,286,605 1,139,729

未払費用 135,227 177,337

未払法人税等 264,855 241,069

賞与引当金 41,842 9,142

その他の引当金 1,217 2,854

その他 293,608 239,678

流動負債合計 2,552,144 2,145,718

固定負債

役員退職慰労引当金 3,648 3,648

偶発損失引当金 79,406 104,012

その他の引当金 1,417 892

その他 19,816 13,779

固定負債合計 104,289 122,332

負債合計 2,656,433 2,268,050

純資産の部

株主資本

資本金 5,898,614 6,147,061

資本剰余金 2,425,736 2,671,690

利益剰余金 △7,900,281 △8,172,836

自己株式 △943 △943

株主資本合計 423,126 644,972

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2 －

その他の包括利益累計額合計 2 －

新株予約権 8,625 16,171

少数株主持分 251,927 3,420

純資産合計 683,681 664,564

負債純資産合計 3,340,114 2,932,614
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

売上高 1,280,494 1,107,226

売上原価 684,406 730,571

売上総利益 596,087 376,655

販売費及び一般管理費 ※1
 576,954

※1
 569,295

営業利益又は営業損失（△） 19,132 △192,640

営業外収益

投資不動産賃貸料 86,373 86,544

投資不動産売却益 28,265 2,380

偶発損失引当金戻入額 42,246 －

雑収入 26,090 12,203

営業外収益合計 182,975 101,128

営業外費用

支払利息 40,752 44,737

貸倒引当金繰入額 38,942 97,733

資金調達費用 47,476 15,309

延滞税等 91,236 76,363

不動産賃貸費用 19,607 20,222

投資不動産評価損 33,265 4,329

雑損失 46,108 32,946

営業外費用合計 317,389 291,642

経常損失（△） △115,281 △383,154

特別利益

関係会社株式売却益 17,562 2,598

債務免除益 25,496 －

負ののれん発生益 － 180,733

新株予約権戻入益 4,704 8,625

その他 1,967 268

特別利益合計 49,731 192,225

特別損失

固定資産処分損 － ※2
 12,595

減損損失 ※3
 10,871

※3
 22,950

事業整理損 49,109 26,250

その他 13,909 556

特別損失合計 73,890 62,351

税金等調整前当期純損失（△） △139,441 △253,280

法人税、住民税及び事業税 28,309 6,394

法人税等調整額 19,414 26,573

法人税等合計 47,723 32,967

少数株主損益調整前当期純損失（△） △187,164 △286,248

少数株主利益又は少数株主損失（△） 52,426 △13,693

当期純損失（△） △239,591 △272,554
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △187,164 △286,248

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4 △2

その他の包括利益合計 ※
 4

※
 △2

包括利益 △187,160 △286,250

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △239,587 △272,556

少数株主に係る包括利益 52,426 △13,693
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,629,530 5,898,614

当期変動額

新株の発行 269,083 248,446

当期変動額合計 269,083 248,446

当期末残高 5,898,614 6,147,061

資本剰余金

当期首残高 2,158,464 2,425,736

当期変動額

新株の発行 267,272 245,953

当期変動額合計 267,272 245,953

当期末残高 2,425,736 2,671,690

利益剰余金

当期首残高 △7,660,690 △7,900,281

当期変動額

当期純損失（△） △239,591 △272,554

当期変動額合計 △239,591 △272,554

当期末残高 △7,900,281 △8,172,836

自己株式

当期首残高 △943 △943

当期末残高 △943 △943

株主資本合計

当期首残高 126,361 423,126

当期変動額

新株の発行 536,356 494,400

当期純損失（△） △239,591 △272,554

当期変動額合計 296,764 221,846

当期末残高 423,126 644,972

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

4 △2

当期変動額合計 4 △2

当期末残高 2 －

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △1 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

4 △2

当期変動額合計 4 △2

当期末残高 2 －
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

新株予約権

当期首残高 4,704 8,625

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,921 7,546

当期変動額合計 3,921 7,546

当期末残高 8,625 16,171

少数株主持分

当期首残高 199,501 251,927

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 52,426 △248,506

当期変動額合計 52,426 △248,506

当期末残高 251,927 3,420

純資産合計

当期首残高 330,564 683,681

当期変動額

新株の発行 536,356 494,400

当期純損失（△） △239,591 △272,554

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 56,351 △240,963

当期変動額合計 353,116 △19,117

当期末残高 683,681 664,564

EDINET提出書類

株式会社エル・シー・エーホールディングス(E05141)

有価証券報告書

35/88



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △139,441 △253,280

減価償却費 18,570 16,735

減損損失 10,871 22,950

債務免除益 △19,050 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,289 △32,699

のれん償却額 12,744 28,252

負ののれん発生益 － △180,733

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,570 120,558

その他の引当金の増減額（△は減少） △43,430 25,717

受取利息及び受取配当金 △2,106 △1,396

支払利息 40,752 44,737

投資不動産評価損益（△は益） 33,265 4,329

投資不動産売却損益（△は益） △28,265 △2,380

関係会社株式売却損益（△は益） △17,562 △2,598

売上債権の増減額（△は増加） △44,562 66,207

たな卸資産の増減額（△は増加） 18,955 168

未収入金の増減額（△は増加） △60,253 △93,942

仕入債務の増減額（△は減少） 1,646 2,377

前受金の増減額（△は減少） 31,104 △59,050

未払金の増減額（△は減少） 55,710 88,093

その他 49,296 25,014

小計 △77,473 △180,940

利息及び配当金の受取額 1,586 829

利息の支払額 △4,070 △5,096

和解金の支払額 △7,300 －

法人税等の支払額 △35,086 △40,675

営業活動によるキャッシュ・フロー △122,343 △225,882

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社株式の取得による支出 △550 △55,680

投資不動産の売却による収入 74,400 14,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △156,305
※2

 △2,557

貸付けによる支出 △20,203 △28,720

貸付金の回収による収入 29,430 45,260

敷金及び保証金の差入による支出 △20,225 △9,531

その他 ※3
 △4,968 △4,456

投資活動によるキャッシュ・フロー △98,422 △41,685
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当連結会計年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 31,884 △145,572

新株予約権の発行による収入 － 16,174

株式の発行による収入 402,596 170,441

その他 △6,920 △4,077

財務活動によるキャッシュ・フロー 427,560 36,965

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 206,794 △230,602

現金及び現金同等物の期首残高 143,744 350,538

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 350,538

※1
 119,935
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、引続き厳しい経営環境の中、財務体質改善に向けて、収益性の向上とキャッシュ・フローの改善

にグループの総力をあげて取り組んでおりますが、当連結会計年度においては192,640千円の連結営業損失を計上

し、営業キャッシュ・フローについては、前連結会計年度に122,343千円、当連結会計年度に225,882千円とマイナス

計上となりました。加えて、多額の税金滞納や債務の支払遅延により、税務当局及び債権者から当社グループ保有の

重要な資産の差押を受けております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

これらの状況の解消のためには、事業収益力の回復及び財務体質の改善が必須課題となります。そこで当社は、新

たな事業分野への進出を図るべく、平成24年11月に地球環境開発㈱を子会社化し、バイオマス燃料事業への参入準

備を進めた結果、次期以降、同事業が当社グループの収益源の一翼を担う体制が整って参りました。当社は、次期以

降も引続き新規事業をグループ内に取り込むことにより、更なる収益性向上と企業価値の拡大を進め、営業キャッ

シュ・フローの黒字化を目指して参ります。また、当社グループの事業との相乗効果が見込まれる企業との資本業

務提携等も引続き検討しております。これらの施策の進捗により、当社グループの経営再建に対する期待が回復し、

平成24年７月４日に発行した新株予約権（権利行使により調達できる資金の総額1,746,189千円）を行使頂くこと

により必要な資金を調達し、財務体質の健全化を図る方針です。

しかしながら、新株予約権の行使は、株価の影響を受けるものであり行使の時期によっては資金計画の実現可能

性に重要な不確実性があります。また、新たな事業をグループ内に取り込むには、それに必要な資金が調達できるこ

とを前提としております。当該状況のため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連

結財務諸表には反映しておりません。

　　

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　７社

主要な連結子会社の名称

㈱Ａｃｔｉｖｅ　Ｌｉｎｋ 

㈱インタープライズ・コンサルティング

㈱ＣＯＳＭＯ 

㈱インタープライズ・ホールディングス　 

㈱Interface　 

㈱メディマックス

地球環境開発㈱　

　地球環境開発㈱は、平成24年11月21日付で全株式を取得したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。　 

(2）北京如水慧企業管理諮詢有限公司については、総資産、売上高、連結純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金（持分に見合う額）等がいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含まれ

ておりません。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

　　なお、非連結子会社の北京如水慧企業管理諮詢有限公司については、連結純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が無いため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

当連結会計年度において、㈱ＣＯＳＭＯは、決算日を５月20日に変更し連結決算日と同一になっておりま

す。なお、当連結会計年度における会計期間は、12ヶ月と20日間となっております。

これにより、すべての連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

②たな卸資産

　…主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法を採用しております。 

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８～50年

工具、器具及び備品　３～15年 

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。　

③リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④長期前払費用

　定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③債務保証損失引当金

代位弁済に伴う損失の発生に備えるため被保証会社の財政状態を勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。

④偶発損失引当金 

将来発生する可能性の高い偶発損失に備え、偶発事象毎に個別のリスク等を勘案し、合理的に算出した

損失負担見込額を計上しております。　

⑤返品調整引当金 

　　連結子会社１社は、返品による損失に備えるため、売上利益率に基づき将来の返品に伴う損失見込額を計

上しております。

(4）重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。　

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。なお、控除対象外消費税等について

は、発生年度の費用として販管費及び一般管理費に計上しております。

②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。　

EDINET提出書類

株式会社エル・シー・エーホールディングス(E05141)

有価証券報告書

39/88



（会計方針の変更）

　　(減価償却方法の変更)

　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

　　これによる、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響は軽微であります。

　

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「貯蔵品」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動資産」の「貯蔵品」に表示しておりました0千円

は、「その他」として組み替えております。 

　前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「未払費用」は、負債及び純資産の合

計の100分の５を超えたため、当連結会計年度においては独立掲記することと致しました。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動負債」の「その他」に表示しておりました428,835

千円は、「未払費用」135,227千円「その他」293,608千円として組み替えております。

　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めておりました「新株予約権戻入益」は、金額的重要

性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することと致しました。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示しておりました6,671

千円は、「新株予約権戻入益」4,704千円、「その他」1,967千円として組み替えております。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「減損損

失」、「未収入金の増減額」及び「前受金の増減額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲

記することと致しました。これらの表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替え

を行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他」に表示していた31,018千円は、「減損損失」10,871千円、「未収入金の増減額」△60,253千円、「前

受金の増減額」31,104千円、「その他」49,296千円として組み替えております。

　前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「関係会

社株式の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することと致しました。

また、前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」に独立掲記しておりました「有形固定

資産の取得による支出」、「投資有価証券の売却による収入」及び「無形固定資産の取得による支出」は、金額

的重要性が乏しくなったため、また「連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入」は、当連結会計年度

の発生がなく、前連結会計年度の金額的重要性も乏しいことから、当連結会計年度においては「その他」に含め

て表示しております。これらの表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを

行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」

に表示していた「有形固定資産の取得による支出」△1,095千円、「投資有価証券の売却による収入」1,200千

円、「無形固定資産の取得による支出」△7,631千円、「連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入」

226千円、「その他」1,782千円は、「関係会社株式の取得による支出」△550千円、「その他」△4,968千円として

組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月20日）
当連結会計年度

（平成25年５月20日）

投資その他の資産のその他   

 関係会社株式 10千円 －千円

 関係会社出資金 1,036千円 1,036千円

　

※２　担保資産

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月20日）
当連結会計年度

（平成25年５月20日）

投資不動産 2,031,243千円 2,006,856千円

　上記資産は、当社の主要株主である㈱オナーズヒル軽井沢の親会社の借入金に対する保証債務340,660千円のた

め、物上保証に供しております。

 

　３　当社は、子会社の資金需要に機動的に対応するため、子会社との間で貸出極度額契約を締結しておりまし

たが、当該契約のうち、連結対象外となった会社に対する貸出極度額の総額及び貸出未実行残高は以下の

とおりであります。　

　
前連結会計年度

（平成24年５月20日）
当連結会計年度

（平成25年５月20日）

貸出コミットメントの総額 1,500,000千円 1,500,000千円

貸出実行残高 38,548 29,361

差引額 1,461,451 1,470,638

　

※４　資産の差押

差押を受けている資産は以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月20日）
当連結会計年度

（平成25年５月20日）

仮払金 1,123千円 42千円

投資不動産 2,031,243 2,006,856

計 2,032,366 2,006,899
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

役員報酬 65,654千円 56,775千円

従業員給与 146,515 129,408

広告宣伝費 58,576 51,141

貸倒引当金繰入 － 22,299

業務委託費 55,838 71,995

　

※２　固定資産処分損の内容は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

建物 －千円 12,352千円

工具、器具及び備品 － 242

計 － 12,595

　

※３　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。　

前連結会計年度(自 平成23年５月21日 至 平成24年５月20日)

場所 用途 種類

東京都港区 事業用ソフトウェア 無形固定資産

　当社グループは、事業用資産については主として管理会計上の区分により、また、遊休資産については

個々の資産別にグルーピングを行っております。

　その結果、一部の事業用資産については今後経常的な損失が予想されるため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（10,871千円）として特別損失に計上しております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、対象資産は売却見込

みがないため、正味売却価額は０としております。

　

当連結会計年度(自 平成24年５月21日 至 平成25年５月20日)

場所 用途 種類

東京都港区 － のれん

　当社グループは、事業用資産については主として管理会計上の区分により、また、遊休資産については

個々の資産別にグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、連結子会社である㈱ＣＯＳＭＯで当初想定していた収益が見込めなくなった

ことにより、これに係るのれんの減損損失（22,950千円）を認識しております。

　なお、当資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値を０として評価しております。

　

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 △1,124千円 265千円

組替調整額 1,129 △268

税効果調整前 5 △3

税効果額 △1 1

その他有価証券評価差額金 4 △2

その他の包括利益合計 4 △2
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数
（株） 

当連結会計年度
増加株式数
（株） 

当連結会計年度
減少株式数
（株） 

当連結会計年度末
株式数
（株） 

 発行済株式 　 　 　 　

 普通株式　（注） 240,305,72059,362,200 － 299,667,920

 合計 240,305,72059,362,200 － 299,667,920

 自己株式 　 　 　 　

 普通株式　 1,004 － － 1,004

 合計 1,004 － － 1,004

（注）普通株式の発行済株式総数の増加59,362,200株は、第三者割当による新株の発行による増加18,112,200株及び新株

予約権の権利行使による新株の発行による増加41,250,000株であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成21年７月新株予約権　

（注）１　
普通株式 52,800 － 52,800 － －

平成23年第５回新株予約権 普通株式 － 41,25041,250 － －

ストック・オプションとし

ての新株予約権　（注）２
－ － － － － 8,625

連結子会社 － － － － － － －

合計 － 52,800 － 52,800 － 8,625

（注）１．平成21年７月新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使期間満了によるものであります。

２．ストックオプションとしての新株予約権は、新株予約権の権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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 当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数
（株） 

当連結会計年度
増加株式数
（株） 

当連結会計年度
減少株式数
（株） 

当連結会計年度末
株式数
（株） 

 発行済株式 　 　 　 　

 普通株式　（注） 299,667,92032,240,700 － 331,908,620

 合計 299,667,92032,240,700 － 331,908,620

 自己株式 　 　 　 　

 普通株式　 1,004 － － 1,004

 合計 1,004 － － 1,004

（注）普通株式の発行済株式総数の増加32,240,700株は、第三者割当による新株の発行による増加24,934,700株及び新株

予約権の権利行使による新株の発行による増加7,306,000株であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとし

ての新株予約権　（注）
－ － － － － －

平成24年第７回新株予約権 普通株式 － 113,0007,306105,69416,171

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － 113,0007,306105,69416,171

（注）１．ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使条件を満たすことができず、また当連結会計年度中に

権利消滅条件に抵触したため、すべて失効しております。

２．平成24年第7回新株予約権の当連結会計年度増加額は、新株予約権の発行によるものであります。　

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

現金及び預金勘定 350,538千円 119,935千円

現金及び現金同等物 350,538　 119,935　

　

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

　株式の取得により新たに㈱メディマックス社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに㈱メディマックス社株式の取得価額と㈱メディマックス社取得のための支出（純額）との関係は次

のとおりであります。

流動資産 36,902千円

固定資産 17,330　

のれん 127,446　

流動負債 24,178　

固定負債 －　

株式の取得価額 157,500　

現金及び現金同等物 1,194　

差引：取得のための支出 156,305　

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

株式の取得により新たに地球環境開発㈱社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に地球環境開発㈱社株式の取得価額と地球環境開発㈱社取得のための支出（純額）との関係は次のとお

りであります。

流動資産 33,102千円

固定資産 －　

のれん 2,129　

流動負債 28,951　

固定負債 －　

株式の取得価額 6,280　

現金及び現金同等物 3,722　

差引：取得のための支出 2,557　

　

※３　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

　株式の売却により㈱Global Brains Japan社が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び

負債の内訳は次のとおりであります。

流動資産 1千円

固定資産 －　

　資産合計 1　

流動負債 93,971　

固定負債 7,925　

　負債合計 101,897　

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　有形固定資産

　マネジメント・コンサルティング事業におけるコンピュータ(工具、器具及び備品)であります。

　

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。

　

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、長期的または短期的な運

転資金を借入により調達しており、投機的な取引は行わない方針であります。　

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金、未収入金及び取引先企業等に対する長期貸付金は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

　営業債務である買掛金及び未払金は、その殆どが１年以内の支払期日であります。

　

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

　当社及び連結子会社は営業債権について、各事業会社における営業管理部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、当該企業との関係を勘案して保

有状況を継続的に見直しております。 

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　 

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 　

　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前連結会計年度（平成24年５月20日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 　350,538 　350,538 －

(2）売掛金 　203,408 　203,408 －

(3）未収入金 　287,211 　287,211 －

(4）投資有価証券 　191 　191 －

(5）長期貸付金　 　784,886 　     

　    貸倒引当金(*) 　△643,081 　     

 　141,804 　141,804 －

(6) 長期未収入金　 　1,194,961 　     

　     貸倒引当金(*) 　△1,181,871 　     

 　13,089 　13,089 －

　資産計 　996,244 　996,244 －

(1）買掛金 　2,589 　2,589 －

(2）短期借入金 　526,198 　526,198 －

(3）1年内返済予定の長期借入金　 　39,091 　39,091 －

(4）1年内償還予定の社債　 　87,600 　89,644 2,044

(5）未払金 　1,286,605 　1,286,605 －

(6）未払法人税等 　264,855 　264,855 －

(7）長期借入金 　17,295 　16,969 △326

　負債計 　2,224,236 　2,225,954 1,717

(*)長期貸付金、長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金をそれぞれ控除しております。
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当連結会計年度（平成25年５月20日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 　119,935 　119,935 －

(2）売掛金 　137,201 　137,201 －

(3）未収入金 　381,147 　381,147 －

(4）長期貸付金　 　744,006 　     

　    貸倒引当金(*) 　△669,307 　     

 　74,698 　74,698 －

(5) 長期未収入金　 　1,195,136 　     

　     貸倒引当金(*) 　△1,195,000 　     

 　136 　136 －

　資産計 　713,120 　713,120 －

(1）買掛金 　4,967 　4,967 －

(2）短期借入金 　330,938 　330,938 －

(3）1年内返済予定の長期借入金　 　41,417 　45,367 3,950

(4）1年内償還予定の社債　 　87,600 　89,603 2,003

(5）未払金 　1,139,729 　1,139,729 －

(6）未払法人税等 　241,069 　241,069 －

(7）長期借入金 　13,779 　13,671 △107

　負債計 　1,859,501 1,865,348 5,846

(*)長期貸付金、長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金をそれぞれ控除しております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金、(3）未収入金 

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）長期貸付金、(5)長期未収入金

　長期貸付金及び長期未収入金の時価については、個別に信用リスクを見積もった回収見込額等により算定

しております。

負　債

(1）買掛金、(5)未払金、(6）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2）短期借入金、(3）１年内返済予定の長期借入金、(7）長期借入金

　これらの時価について、１年内返済予定の長期借入金を除く短期借入金は、借り入れてから返済までの期間

がすべて短期であるため、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳簿価額によっております。長期借

入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の時価は、その将来キャッシュ・フローを新規に同様の借入れ

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(4）1年内償還予定の社債

　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り

引いて算定する方法によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分
前連結会計年度

（平成24年５月20日）
当連結会計年度

（平成25年５月20日）

非上場株式 2,601 2,601

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載してお

りません。

　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年５月20日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

現金及び預金 350,538 － －

売掛金 203,408 － －

長期貸付金 31,420 151,508 601,957

合計 585,366 151,508 601,957

　

当連結会計年度（平成25年５月20日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

現金及び預金 119,935 － －

売掛金 137,201 － －

長期貸付金 17,800 74,830 651,375

合計 274,936 74,830 651,375

　

４．短期借入金、社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年５月20日）

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 526,198 － － － － －

社債 87,600 － － － － －

長期借入金 － 14,358 2,936 － － －

合計 613,798 14,358 2,936 － － －

　

当連結会計年度（平成25年５月20日）

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 330,938 － － － － －

社債 87,600 － － － － －

長期借入金 41,417 13,779 － － － －

合計 459,955 13,779 － － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年５月20日）

　 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 191 188 3

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 191 188 3

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 191 188 3

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　2,601千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　　

当連結会計年度（平成25年５月20日）

該当事項はありません。

　

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

該当事項はありません。　

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

(1）株式 461 268 －

(2）債券 　 　 　

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 461 268 －
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３．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、有価証券（その他有価証券の株式）2,619千円について減損処理を行っておりま

す。当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券（その他有価証券の株式）はありません。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、合理的な反

証がない限り、回復見込みのない著しい下落とみなし減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復

可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

該当事項はありません。

　　

（ストック・オプション等関係）

１．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

新株予約権戻入益 －千円 8,625千円

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　 平成23年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社の取締役、監査役及び

従業員　87名

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）１
普通株式　37,500,000株

付与日 平成23年12月１日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。　

権利行使期間 平成24年８月１日から平成26年11月20日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．新株予約権の行使の条件は以下の通りであります。 

①本新株予約権は、以下の各期間において、当社の監査済み連結損益計算書における連結営業損益が当初設定

された営業利益目標を上回るごとに、各新株予約権者が割り当てられた本新株予約権のうち最大20％ずつ

権利行使することが可能となる。なお、各期間において各営業利益目標を上回らなかった場合、権利行使が

可能とならない本新株予約権は消滅する。また、各期間において当社の監査済み連結損益計算書における連

結営業損益が営業損失となった場合は、それ以降に以下に定める行使条件の判定対象となる本新株予約権

はすべて消滅する。

ａ．平成23年５月21日から平成24年５月20日までの１年間における連結営業利益目標135百万円。

ｂ．平成24年５月21日から平成24年11月20日までの６ヶ月間における連結営業利益目標80百万円。

ｃ．平成24年11月21日から平成25年５月20日までの６ヶ月間における連結営業利益目標100百万円。

ｄ．平成25年５月21日から平成25年11月20日までの６ヶ月間における連結営業利益目標100百万円。

ｅ．平成25年11月21日から平成26年５月20日までの６ヶ月間における連結営業利益目標120百万円。　

②新株予約権者は、株式会社東京証券取引所市場第二部における当社普通株式の普通取引終値が一度でも本

新株予約権の行使価額の２倍を上回った場合に初めて、本新株予約権を行使することができる。

③本新株予約権者は、本新株予約権の割当後、当社の取締役、監査役または従業員、もしくは、当社連結子会社

の取締役、監査役または従業員の地位を喪失した場合、当該喪失日以降に本新株予約権を行使することがで

きない。ただし、当社取締役会の承認が得られればこの限りではない。

④本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。ただし、当社取締役会の承認が得られれば

この限りではない。
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⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥各本新株予約権１個未満の一部行使はできない。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成25年５月期）において存在したストック・オプションは、権利行使条件を満たさ

ず、さらに平成24年５月21日から平成24年11月20日までの６ヶ月間における連結営業損益が営業損失と

なったことにより、判定期間未到来分を含む全てが、権利不行使のまま失効致しました。

　

①　ストック・オプションの数

　 平成23年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株） 　

前連結会計年度末 37,500,000

付与 －

失効 37,500,000

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株） 　

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

　

②　単価情報

　 平成23年ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 9

行使時平均株価　　　　　（円） －

付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　 （円）
0.23
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年５月20日）
　

当連結会計年度
（平成25年５月20日）

繰延税金資産（流動） 　 　 　

貸倒引当金 152,451千円　 178,852千円

たな卸資産評価損 6,791　 －

賞与引当金　 15,625　 3,604

未収利息計上もれ 17,370　 20,154

その他 62,698　 87,430

繰延税金資産（流動）小計 254,937　 290,042

評価性引当額 △232,282　 △289,390

繰延税金資産（流動）合計 22,654　 652

繰延税金負債との相殺額 △596 　 △652

繰延税金資産（流動）純額 22,057　 －

　 　 　 　

繰延税金資産（固定） 　 　 　

偶発損失引当金 28,300　 37,070

貸倒引当金 509,940　 510,969

減価償却費 14,415　 2,978

投資有価証券評価損 5,120　 26,433

投資不動産評価損 32,570　 34,113

繰越欠損金 3,626,380　 3,718,310

繰延資産償却 2,031　 －

その他 44,136　 41,447

繰延税金資産（固定）小計 4,262,896　 4,371,323

評価性引当額 △4,258,380　 　 △4,371,323　

繰延税金資産（固定）合計 4,515　 －

繰延税金負債との相殺額 － 　 －

繰延税金資産（固定）純額 4,515　 －

　 　 　 　

繰延税金負債（流動） 　 　 　

仮払労働保険料 △596 　 △652

その他 △0 　 △0

繰延税金負債（流動）小計 △596 　 △652

繰延税金資産との相殺額 596 　 652

繰延税金負債（流動）純額 － 　 －

　 　 　 　

繰延税金負債（固定） 　 　 　

　その他有価証券評価差額金 △1 　 －

繰延税金負債（固定）小計 △1 　 －

繰延税金資産との相殺額 － 　 －

繰延税金負債（固定）純額 △1 　 －

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳
 
　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社エル・シー・エーホールディングス(E05141)

有価証券報告書

53/88



（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

・㈱インタープライズ・ホールディングス社株式の追加取得 

１．取引の概要

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

　名称　　　　　㈱インタープライズ・ホールディングス

　事業の内容　　当社グループの中間持ち株会社

(2）企業結合日

　平成24年７月31日

(3）企業結合の法的形式

　少数株主からの株式買取

(4）取引の目的を含むその他取引の概要

　当社グループ経営の安定強化及び機動的かつ柔軟な経営判断を可能にすることを目的として、少数株主が保有

する株式を追加取得し、持分比率の引き上げを実施致しました。

　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下

の取引等のうち少数株主との取引として処理しております。　

　

３．取得原価及びその内訳

取得の対価 現金及び預金 54,080千円

　 取得原価 54,080千円

　

４．負ののれんの発生益の金額及び発生原因

(1）負ののれんの発生益の金額

　180,733千円

(2）発生原因

　追加取得した子会社株式の取得原価が当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額を下回ったことによるもので

す。

　

・㈱ＣＯＳＭＯ社株式の追加取得 

１．取引の概要

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

　名称　　　　　㈱ＣＯＳＭＯ

事業の内容　　シェアードサービス事業、Ｍ＆Ａ仲介・事業再生事業

(2）企業結合日

　平成24年11月21日

(3）企業結合の法的形式

　少数株主からの株式買取

(4）取引の目的を含むその他取引の概要

　当社グループ経営の安定強化及び機動的かつ柔軟な経営判断を可能にすることを目的として、少数株主が保有

する株式を追加取得し、完全子会社と致しました。

　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下

の取引等のうち少数株主との取引として処理しております。　

　

３．取得原価及びその内訳

取得の対価 現金及び預金 24,000千円

　 取得原価 24,000千円
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４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

　　24,000千円

(2）発生原因

　子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額との差額によるものでありま

す。

(3）償却方法及び償却期間

　発生時から５年間の均等償却を前提に償却を実施してきましたが、当連結会計年度末において回収可能性を検

討した結果、全額減損処理しております。

　

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 　地球環境開発㈱

事業の内容 　資源・環境事業のコンサルティング

(2）企業結合を行った主な理由 　

　当社グループが財務体質を改善し、株式上場を維持しながら成長・発展していくためには、既存の会社の成長・

発展に加え、新たな商品・新たな事業をグループ内に取り込むことが必要と判断したためです。 

(3）企業結合日

　平成24年11月21日

(4）企業結合の法的形式

　株式の取得

(5）結合後企業の名称

　地球環境開発㈱

(6）取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率 　　-％

取得後の議決権比率 　100％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠　

　現金を対価として地球環境開発㈱の株式を100％取得したためです。

　

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

　平成24年11月21日から平成25年５月20日まで

　

３．取得原価及びその内訳

取得の対価 現　　金 6,280千円

　 取得原価 6,280千円

　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

　2,129千円

(2）発生原因 

　取得原価が企業結合時における時価純資産を上回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3）償却方法及び償却期間

　５年間の均等償却
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（資産除去債務関係）

　当社グループが、営業所として賃借している一部の建物は、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における現状回

復に係る債務を有しておりますが、賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていない

ことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため当該債務に見合う資産除去債務を計上

しておりません。

　　

（賃貸等不動産関係）

　当社では、長野県において、賃貸用建物（土地を含む。）及び分譲用土地を有しております。前連結会計年度にお

ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は66,765千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に

計上）、その他の損益は、売却益28,265千円及び評価損33,265千円（売却益は営業外収益に、評価損は営業外費用

に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は66,321千円（賃貸収益は営

業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）、その他の損益は、売却益2,380千円及び評価損4,329千円（売却

益は営業外収益に、評価損は営業外費用に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

　 （単位：千円）

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

連結貸借対照表計上額 　 　

　 期首残高 2,121,023 2,031,243

　 期中増減額 △89,779 △24,386

　 期末残高 2,031,243 2,006,856

期末時価 1,984,855 1,961,140

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は、建物等の減価償却費10,379千円、賃貸用不動産の売却

46,134千円及び分譲用土地の評価損33,265千円等によるものであります。当連結会計年度の主な減少額は、

建物等の減価償却費8,437千円、賃貸用不動産の売却11,619千円及び分譲用土地の評価損4,329千円によるも

のであります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　各セグメントの内容は、以下のとおりであります。

(1）マネジメントコンサルティング事業 …　企業経営全般及び各種事業部門の生産性向上支援事業

(2）ビジネスパッケージ提供事業 …　経営戦略・経営管理に関する課題に対するソリュー

ションパッケージの提供事業

(3）海外戦略事業 …　上記２事業の中国・韓国等への海外展開

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　また、報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は営業損失ベースの数値であり、セグメント間の内

部収益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

（単位：千円）

　 報告セグメント
調整額

(注)１
連結財務諸表計
上額(注)２ 

マネジメント

コンサルティ

ング事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 1,113,019101,998 65,475 1,280,494 － 1,280,494

セグメント間の内部売上高又は振

替高
90 55 0 145 (145) －

計 1,113,110102,053 65,475 1,280,639 (145) 1,280,494

セグメント利益（又は損失） 57,239 (15,289)(22,817) 19,132 － 19,132

セグメント資産 942,603 285,484 76,944 1,305,0322,035,0823,340,114

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 4,773 294 957 6,025 10,379 16,405

のれんの償却額 － 12,744 － 12,744 － 12,744

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額
7,710 1,006 594 9,312 － 9,312

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

売上高の調整額(145)千円は、セグメント間取引の消去であります。

セグメント資産の調整額2,035,082千円及び減価償却費の調整額10,379千円の主な内容は、親会社における

長期投資資産（投資不動産）及びその償却費であります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。また、セグメント資産は連結貸

借対照表の総資産額と一致しております。

３．減価償却費及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用とその償却費が含まれております。　
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当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

（単位：千円）

　 報告セグメント
調整額

(注)１
連結財務諸表計
上額(注)２ 

マネジメント

コンサルティ

ング事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 926,390 141,942 38,893 1,107,226 － 1,107,226

セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ － － － － －

計 926,390 141,942 38,893 1,107,226 － 1,107,226

セグメント利益（又は損失） (101,806)(70,472)(20,361)(192,640) － (192,640)

セグメント資産 585,967 267,215 68,937 922,1202,010,4932,932,614

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 4,735 1,113 284 6,133 8,437 14,570

のれんの償却額 1,839 26,037 374 28,252 － 28,252

負ののれん発生益 165,672 － 15,061 180,733 － 180,733

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額
6,297 355 417 7,069 － 7,069

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額2,010,493千円及び減価償却費の調整額8,437千円の主な内容は、親会社における長

期投資資産（投資不動産）及びその償却費であります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と一致しております。また、セグメント資産は連結貸

借対照表の総資産額と一致しております。

３．無形固定資産の増加額及び減価償却費には、長期前払費用とその償却費が含まれております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。　

３．主要な顧客ごとの情報

連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。　

３．主要な顧客ごとの情報

連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

（単位：千円）

 
マネジメントコ

ンサルティング

事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 全社・消去 合計

減損損失 － 10,871 － － 10,871

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

（単位：千円）

 
マネジメントコ

ンサルティング

事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 全社・消去 合計

減損損失 16,558 4,938 1,452 － 22,950
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

（単位：千円）

 
マネジメントコ

ンサルティング

事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 全社・消去 合計

当期償却額 － 12,744 － － 12,744

当期末残高 － 114,701 － － 114,701

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

（単位：千円）

 
マネジメントコ

ンサルティング

事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 全社・消去 合計

当期償却額 1,839 26,037 374 － 28,252

当期末残高 － 89,212 1,916 － 91,128

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

　該当事項はありません。　

　　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

　当連結会計年度において、連結子会社である㈱インタープライズ・ホールディングスの株式を追加取得した

ことにより、180,733千円の負ののれんが発生致しました。

　当該事象による、負ののれん発生益の計上額は、マネジメントコンサルティング事業で165,672千円、海外戦略

事業で15,061千円です。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

(%)

関連当事
者との関
係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

法人主要株

主

㈱オナーズ

ヒル軽井沢

東京都

港区
100,000

リゾートホ

テル運営及

び別荘地の

販売、運営管

理受託等

(被所有)

12.74

賃貸等

不動産

の貸付

賃貸等不動

産の貸付

　

資金の借入

(注)２　

　

86,458

　

30,500

　

未収入金

立替金

未払金

短期借入金

238,500

54,070

282,862

220,059

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

(%)

関連当事
者との関
係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

法人主要株

主

㈱オナーズ

ヒル軽井沢

東京都

港区
100,000

リゾートホ

テル運営及

び別荘地の

販売、運営管

理受託等

(被所有)

16.13

賃貸等

不動産

の貸付

賃貸等不動

産の貸付

(注)２　

　

　86,458

　

未収入金

立替金

未払金

短期借入金

未払利息　

327,245

65,270

43,663

175,059

50,316　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　不動産の賃貸については、市場価格を参考にして合理的に決定しております。

　資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　

（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

該当事項はありません。

　

（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会

社の子会社等

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

該当事項はありません。
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（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びそ

の近親者
笹部伸広 　－ － － －

当社役員の

子息 

資金の借入

(注）２
27,000－ －

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を有す

る会社 

㈱新日本技建
東京都

足立区
－ 建築業 － －

資金の借入

（注２）
60,000－ －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。　

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

該当事項はありません。

　

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 木下義和 － －

当社代表取

締役社長 

子会社代表

取締役社長

（0.02）資金の貸付 資金の貸付 －
長期貸

付金
11,827

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

該当事項はありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

該当事項はありません。

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

前連結会計年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

１株当たり純資産額 1.41円 1.94円

１株当たり当期純損失金額（△） △0.90円 △0.83円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月20日）
当連結会計年度

（平成25年５月20日）

純資産の部の合計額（千円） 683,681 664,564

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 260,552 19,591

（うち新株予約権（千円）） （8,625） （16,171）

（うち少数株主持分（千円）） （251,927） （3,420）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 423,128 644,972

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
299,666,916 331,907,616

　

３．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当連結会計年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

当期純損失金額（△）（千円） △239,591 △272,554

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（△）（千円） △239,591 △272,554

期中平均株式数（株） 266,283,326 326,905,272

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

第４回新株予約権（52,800千

株）（平成23年７月30日で行使

期間を終了）及び第６回新株予

約権（有償ストックオプショ

ン）（37,500千株）。　

第７回新株予約権（105,694千

株）。　

　　

（重要な後発事象）

　当社子会社である㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉｎｋは、創業以来、主として洗車事業を営んでおりましたが、業績不振により債

務超過の状態が継続していたため、一昨年に同事業を撤退致しました。そこで当社は、当社グループの財務体質改善及び

収益力回復を目的として、同社の発行済株式全てを、自動車関連企業に平成25年５月21日付で１株１円にて譲渡し、更に

当社が同社に対して有していた債権を放棄致しました。

　この結果、当社が保有する同社株式は０株となり、翌連結会計年度（平成26年５月期）において、特別利益として関係

会社株式売却益38百万円を計上する見込みであります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱Ｌ’ＡＬＢＡホール

ディングス

第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債

（注）３

 H18.12.25 87,600

（87,600)

87,600

（87,600)

3.5 なし
 H22.12.29

（注）２

合計 － －
87,600

(87,600)

87,600

(87,600)
－ － －

（注）１．当期末残高の（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．償還期限については、当社の発行時における償還期限を記載しております。

３．新株予約権の行使期間は終了しているため発行すべき株式の内容等の記載は省略しております。

４．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（千円）
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

87,600 － － － －

（注）なお、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債については、平成23年５月20日までに債権放棄を受けた

４社１名を除く、３社の社債権者に対して債務不履行の状態であります。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 526,198330,9384.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 39,091 41,417 6.2 －

１年以内に返済予定のリース債務 2,886 2,520 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 17,295 13,779 1.0平成26年～平成27年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,520 － － －

その他有利子負債 － － － －

計 587,993388,655 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金の期末残高に基づき算定しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

　 １年超２年以内（千円） ２年超３年以内（千円） ３年超４年以内（千円） ４年超５年以内（千円）

 長期借入金 13,779 － － －

　

　

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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(2)【その他】

①当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 299,585 670,372 946,755 1,107,226

税金等調整前四半期（当期）純

損益金額（△は損失）（千円）
74,879 21,149 △55,752 △253,280

四半期（当期）純損益金額（△

は損失）（千円）
79,401 18,795 △61,422 △272,554

１株当たり四半期（当期）純損

益金額（△は損失）（円）
0.25 0.06 △0.19 △0.83

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

0.25 △0.18 △0.24 △0.64

　

②重要な訴訟に関する事項

　当社子会社である㈱インタープライズ・コンサルティングは、㈱リブ・コンサルティング（本店所在地：東京

都千代田区、代表取締役：関厳）、(同)オートビジネス・コンサルティング（本店所在地：東京都千代田区、代表

社員：田下親男）及び当社子会社元取締役ら３名に対し、平成25年８月２日付で東京地方裁判所に損害賠償請求

訴訟を提起致しました。（損害賠償請求金額1,029,329千円）
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年５月20日)

当事業年度
(平成25年５月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,840 232

売掛金 ※2
 25,080 21,293

前払費用 2,827 775

立替金 ※2
 54,996

※2
 68,372

短期貸付金 18,130 8,942

関係会社短期貸付金 － 25,000

未収入金 279,221 371,818

その他 ※4
 14,738

※4
 6,191

貸倒引当金 △4,125 △63,702

流動資産合計 398,710 438,923

固定資産

有形固定資産

建物 11,526 2,698

減価償却累計額 △3,806 △407

建物（純額） 7,720 2,290

工具、器具及び備品 14,854 12,338

減価償却累計額 △13,248 △9,608

工具、器具及び備品（純額） 1,606 2,730

リース資産 7,735 4,500

減価償却累計額 △7,735 △4,500

リース資産（純額） － －

有形固定資産合計 9,326 5,021

無形固定資産

その他 1,700 1,882

無形固定資産合計 1,700 1,882

投資その他の資産

投資有価証券 2,792 2,601

関係会社株式 231,300 ※1, ※4
 281,860

出資金 0 0

関係会社出資金 1,036 1,036

長期貸付金 719,769 719,769

関係会社長期貸付金 116,960 105,260

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 210 －

長期未収入金 ※2
 1,408,370

※2
 1,413,665

投資不動産 2,073,623 2,057,674

減価償却累計額 △42,380 △50,817

投資不動産（純額） ※1, ※4
 2,031,243

※1, ※4
 2,006,856

その他 4,377 4,473

貸倒引当金 △2,150,929 △2,185,149

投資その他の資産合計 2,365,130 2,350,373

固定資産合計 2,376,156 2,357,277

資産合計 2,774,866 2,796,200
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年５月20日)

当事業年度
(平成25年５月20日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2
 767,204

※1, ※2
 667,169

1年内償還予定の社債 87,600 87,600

未払金 ※2
 1,124,262

※2
 1,042,330

未払費用 ※2
 69,449

※2
 109,611

未払法人税等 234,897 234,360

未払消費税等 32,721 23,515

前受金 110 39,863

預り金 1,638 1,386

前受収益 2,711 2,624

仮受金 19,254 37,254

その他 4,102 7,618

流動負債合計 2,343,951 2,253,334

固定負債

長期借入金 17,295 27,779

役員退職慰労引当金 3,648 3,648

債務保証損失引当金 48,227 44,514

偶発損失引当金 79,406 104,012

繰延税金負債 1 －

固定負債合計 148,579 179,954

負債合計 2,492,530 2,433,289

純資産の部

株主資本

資本金 5,898,614 6,147,061

資本剰余金

資本準備金 2,425,736 2,671,690

資本剰余金合計 2,425,736 2,671,690

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △8,049,699 △8,471,068

利益剰余金合計 △8,049,699 △8,471,068

自己株式 △943 △943

株主資本合計 273,708 346,740

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2 －

評価・換算差額等合計 2 －

新株予約権 8,625 16,171

純資産合計 282,335 362,911

負債純資産合計 2,774,866 2,796,200
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当事業年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

営業収益

営業収益 ※1
 170,689

※1
 83,523

売上総利益 170,689 83,523

販売費及び一般管理費

役員報酬 19,750 11,554

貸倒引当金繰入額 1,125 －

支払報酬 26,164 30,822

業務委託費 171,556 158,735

租税公課 18,495 19,079

減価償却費 2,329 2,224

その他 66,857 49,959

販売費及び一般管理費合計 ※1
 306,278

※1
 272,375

営業損失（△） △135,589 △188,852

営業外収益

受取利息 968 1,220

受取配当金 － 3

投資不動産賃貸料 86,373 86,544

投資不動産売却益 28,265 2,380

投資損失引当金戻入額 57,963 －

偶発損失引当金戻入額 42,246 －

雑収入 10,591 5,672

営業外収益合計 226,408 95,821

営業外費用

支払利息 38,695 44,280

貸倒引当金繰入額 53,446 92,081

不動産賃貸費用 19,607 20,222

投資不動産評価損 33,265 4,329

資金調達費用 47,476 15,309

偶発損失引当金繰入額 － 24,605

延滞税等 74,423 59,010

雑損失 33,301 6,876

営業外費用合計 300,216 266,716

経常損失（△） △209,397 △359,747

特別利益

関係会社株式売却益 － 2,598

債務免除益 24,261 －

新株予約権戻入益 4,704 8,625

その他 － 268

特別利益合計 28,965 11,492
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当事業年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

特別損失

固定資産処分損 － ※2
 12,595

投資有価証券評価損 2,619 －

関係会社株式評価損 15,025 35,299

事業整理損 26,976 26,250

債務保証損失引当金繰入額 1,155 －

その他 9,964 －

特別損失合計 55,742 74,145

税引前当期純損失（△） △236,173 △422,399

法人税、住民税及び事業税 1,210 △1,031

法人税等合計 1,210 △1,031

当期純損失（△） △237,383 △421,368
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当事業年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,629,530 5,898,614

当期変動額

新株の発行 269,083 248,446

当期変動額合計 269,083 248,446

当期末残高 5,898,614 6,147,061

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2,158,464 2,425,736

当期変動額

新株の発行 267,272 245,953

当期変動額合計 267,272 245,953

当期末残高 2,425,736 2,671,690

資本剰余金合計

当期首残高 2,158,464 2,425,736

当期変動額

新株の発行 267,272 245,953

当期変動額合計 267,272 245,953

当期末残高 2,425,736 2,671,690

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △7,812,315 △8,049,699

当期変動額

当期純損失（△） △237,383 △421,368

当期変動額合計 △237,383 △421,368

当期末残高 △8,049,699 △8,471,068

利益剰余金合計

当期首残高 △7,812,315 △8,049,699

当期変動額

当期純損失（△） △237,383 △421,368

当期変動額合計 △237,383 △421,368

当期末残高 △8,049,699 △8,471,068

自己株式

当期首残高 △943 △943

当期末残高 △943 △943

株主資本合計

当期首残高 △25,264 273,708

当期変動額

新株の発行 536,356 494,400

当期純損失（△） △237,383 △421,368

当期変動額合計 298,972 73,031
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年５月20日)

当事業年度
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年５月20日)

当期末残高 273,708 346,740

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

4 △2

当期変動額合計 4 △2

当期末残高 2 －

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

4 △2

当期変動額合計 4 △2

当期末残高 2 －

新株予約権

当期首残高 4,704 8,625

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,921 7,546

当期変動額合計 3,921 7,546

当期末残高 8,625 16,171

純資産合計

当期首残高 △20,562 282,335

当期変動額

新株の発行 536,356 494,400

当期純損失（△） △237,383 △421,368

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,925 7,543

当期変動額合計 302,898 80,575

当期末残高 282,335 362,911
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社は、引続き厳しい経営環境の中、財務体質改善に向けて、収益性の向上とキャッシュ・フローの改善にグルー

プの総力をあげて取り組んでおりますが、前事業年度135,589千円、当事業年度において188,852千円と営業損失を

計上しており、多額の税金滞納や債務の支払遅延により、税務当局及び債権者から当社保有の重要な資産の差押を

受けております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

これらの状況の解消のためには、当社グループにおける事業収益力の回復及び財務体質の改善が必須課題となり

ます。そこで当社は、新たな事業分野への進出を図るべく、平成24年11月に地球環境開発㈱を子会社化し、バイオマ

ス燃料事業への参入準備を進めた結果、次期以降、同事業が当社グループの収益源の一翼を担う体制が整って参り

ました。当社は、次期以降も引続き新規事業をグループ内に取り込むことにより、更なる収益性向上と企業価値の拡

大を進め、営業キャッシュ・フローの黒字化を目指して参ります。また、当社グループの事業との相乗効果が見込ま

れる企業との資本業務提携等も引続き検討しております。これらの施策の進捗により、当社グループの経営再建に

対する期待が回復し、平成24年７月４日に発行した新株予約権（権利行使により調達できる資金の総額1,746,189

千円）を行使頂くことにより必要な資金を調達し、財務体質の健全化を図る方針です。

しかしながら、新株予約権の行使は株価の影響を受けるものであり、行使の時期によっては資金計画の実現可能

性に重要な不確実性があります。また、新たな事業をグループ内に取り込むには、それに必要な資金が調達できるこ

とを前提としております。当該状況のため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映

しておりません。

　

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法　

(1）有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

　　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（附属設備を除く）は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

　　　建物　　　　　　　　８～50年

工具、器具及び備品　３～18年 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。　

(3）リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）長期前払費用

　定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）債務保証損失引当金

代位弁済に伴う損失の発生に備えるため被保証会社の財政状態を勘案し、損失負担見込額を計上しており

ます。
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(3）偶発損失引当金

将来発生する可能性の高い偶発損失に備え、偶発事象毎に個別のリスク等を勘案し、合理的に算出した損

失負担見込額を計上しております。

　

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。なお、控除対象外消費税等について

は、発生年度の費用として販管費及び一般管理費に計上しております。

②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

　

（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

　前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「仮受金」は、金額的重要性が増したた

め、当事業年度から独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っております。 

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた23,356千円は、「仮

受金」19,254千円、「その他」4,102千円として組み替えております。 

　　

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年５月20日）
当事業年度

（平成25年５月20日）

関係会社株式 － 0千円

投資不動産　（注） 2,031,243 2,006,856

計 2,031,243 2,006,856

（注）上記資産のうち、投資不動産については、当社の主要株主である㈱オナーズヒル軽井沢の親会社の借入金に対する

保証債務340,660千円のため、物上保証に供しております。

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年５月20日）
当事業年度

（平成25年５月20日）

短期借入金 －千円 24,000千円

　

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年５月20日）
当事業年度

（平成25年５月20日）

流動資産 　 　

売掛金 3,655千円 －千円

立替金 10 2,501

固定資産 　 　

長期未収入金 241,198 246,319

流動負債 　 　

短期借入金 256,072 341,709

未払金 33,508 85,248

未払費用 11,802 7,182
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　３　当社は、子会社等の資金需要に機動的に対応するため、必要に応じて貸出極度額契約を締結しております

が、当該契約に基づく貸出極度額の総額及び貸出未実行残高は以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年５月20日）
当事業年度

（平成25年５月20日）

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円 2,000,000千円

貸出実行残高 38,548 29,361

差引額 1,961,451 1,970,638

　　　

※４　資産の差押

差押を受けている資産は以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年５月20日）
当事業年度

（平成25年５月20日）

仮払金 993千円 42千円

関係会社株式 － 157,500

投資不動産 2,031,243 2,006,856

計 2,032,366 2,164,399

　

　

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当事業年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

営業収益 165,656千円 　 83,523千円

販売費及び一般管理費 124,700　 95,204

　

※２　固定資産処分損の内容は次のとおりです。

　
前事業年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当事業年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

建物 －千円 12,352千円

工具、器具及び備品 － 242

計 － 12,595

　

　

（株主資本等変動計算書関係）

 前事業年度（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式数
(株）

 自己株式 　 　 　 　

　　 普通株式 1,004 － － 1,004

 　　    合計 1,004 － － 1,004

　

 当事業年度（自　平成24年５月21日　至　平成25年５月20日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式数
(株）

 自己株式 　 　 　 　

　　 普通株式 1,004 － － 1,004

 　　    合計 1,004 － － 1,004
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　有形固定資産

主として、管理部門におけるコンピュータ等であり、全額減損処理しております。

　

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　関係会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は281,860千円、前事業年度の貸借対照表計上額は231,300千円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　　

EDINET提出書類

株式会社エル・シー・エーホールディングス(E05141)

有価証券報告書

75/88



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年５月20日）
　

当事業年度
（平成25年５月20日）

繰延税金資産（流動） 　　 　

貸倒引当金 135,456千円　 164,105千円

たな卸資産評価損 6,791　 －

未収利息計上もれ 26,024　 29,667

延滞金概算計上 41,946　 64,121

未払事業税　 9,561　 8,320

その他 21 　 506

繰延税金資産（流動）小計 219,802　 266,721

評価性引当金 △219,802　 △266,721

繰延税金資産（流動）合計 0 　 0

繰延税金負債との相殺額 △0 　 △0

繰延税金資産（流動）純額 － 　 －

　 　 　 　

繰延税金資産（固定） 　　 　

貸倒引当金 636,291　 625,831

減価償却費 3,685　 421

関係会社整理損失 39,844　 37,840

関係会社株式評価損 － 　 26,433

投資不動産評価損 32,570　 34,113

債務保証損失引当金 17,188　 15,865

偶発損失引当金 28,300　 37,070

繰越欠損金 3,452,415　 3,543,292

繰延資産償却 1,900　 －

その他 15,152　 1,300

繰延税金資産（固定）小計 4,227,348　 4,322,168

評価性引当額 △4,227,348　 △4,322,168

繰延税金資産（固定）合計 － 　 －

　 　 　 　

繰延税金負債（流動） 　 　 　

その他 △0 　 △0

繰延税金負債（流動）合計 △0 　 △0

繰延税金資産との相殺額 0 　 0

繰延税金負債（流動）の純額 － 　 －

　 　 　 　

繰延税金負債（固定） 　 　 　

その他有価証券評価差額金 △1 　 －

繰延税金負債（固定）合計 △1 　 －

繰延税金資産との相殺額 － 　 －

繰延税金負債（固定）の純額 △1 　 －

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　

　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。 　　　　
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（企業結合等関係）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

　　

（資産除去債務関係）

　当社が、営業所として賃借している一部の建物は、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における現状回復に係る

債務を有しておりますが、賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、

資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりま

せん。

　

（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当事業年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

１株当たり純資産額 0.91円 1.04円

１株当たり当期純損失金額（△） △0.89円 △1.29円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年５月20日）
当事業年度

（平成25年５月20日）

純資産の部の合計額（千円） 282,335 362,911

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 8,625 16,171

（うち新株予約権（千円）） （8,625） （16,171）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 273,710 346,740

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
299,666,916 331,907,616

　

３．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年５月21日
至　平成24年５月20日）

当事業年度
（自　平成24年５月21日
至　平成25年５月20日）

当期純損失金額（△） △237,383 △421,368

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（△） △237,383 △421,368

期中平均株式数（株） 266,283,326 326,905,272

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

第４回新株予約権（52,800千

株）（平成23年７月30日で行使

期間を終了）及び第６回新株予

約権（有償ストックオプショ

ン）（37,500千株）。 

第７回新株予約権（105,694千

株）。 

　　　

（重要な後発事象）

　当社子会社である㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉｎｋは、創業以来、主として洗車事業を営んでおりましたが、業績不振に

より債務超過の状態が継続していたため、一昨年に同事業を撤退致しました。そこで当社は、当社グループの財務

体質改善及び収益力回復を目的として、同社の発行済株式全てを、自動車関連企業に平成25年５月21日付で１株

１円にて譲渡し、更に当社が同社に対して有していた債権を放棄致しました。この結果、当社が保有する同社株式

は０株となり、翌事業年度（平成26年５月期）において、特別損失として関係会社株式売却損17百万円を計上す

る見込みであります。　　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高

（千円）

有形固定資産        

建物 － － － 2,698 407 1,292 2,290

工具、器具及び備品 － － － 12,3389,608 573 2,730

リース資産 － － － 4,500 4,500 － －

有形固定資産計 － － － 19,53714,5151,866 5,021

無形固定資産        

その他 － － － － － 358 1,882

無形固定資産計 － － － － － 358 1,882

投資不動産 2,073,623－ 15,9482,057,67450,8178,4372,006,856

（注）１．有形固定資産、無形固定資産及び長期前払費用の金額が資産の総額の１％以下であるため、「当期首残

高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

２．投資不動産の当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。　

売却 11,619千円

評価損  4,329千円

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,155,055108,816 － 15,019 2,248,852

債務保証損失引当金 48,227 － － 3,712 44,514

偶発損失引当金 79,406 24,605 － － 104,012

役員退職慰労引当金 3,648 － － － 3,648

　（注）１．引当金の計上理由及び額の算定方法については、重要な会計方針「３．引当金の計上基準」に記載していま

す。

 ２．貸倒引当金のその他減少額は、回収による取崩（11,700千円）及び見積もりの修正による戻入（3,319千

円）であります。

 ３．債務保証損失引当金のその他減少額は、債務保証額の減少による戻入額（1,997千円）及び貸倒引当金への

振替額（1,715千円）であります。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 80

預金の種類  

当座預金 －

普通預金 152

小計 232

合計 232

②　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱カーリンク 21,293

合計 21,293

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

貸倒償却及び
他勘定振替
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) 　 (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

25,080 87,699 87,217 4,269 21,293 77.3 96.5

　（注）１．当期発生高には消費税等が含まれております。

２．貸倒償却及び他勘定振替には、長期未収入金への振替4,269千円が含まれております。　

　

③　未収入金

相手先 金額（千円）

㈱オナーズヒル軽井沢 327,245

㈱カーリンク 39,345

その他 5,227

合計 371,818
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④　長期貸付金

相手先 金額（千円）

㈱ユー・エフ・リンク 388,919

㈱飯田建築設計事務所 50,000

クレインヒルインベストメント㈱ 40,000

㈱扇パートナーズ 35,500

㈲ビジョンワイ 34,391

その他 170,958

合計 719,769

⑤　関係会社株式

相手先 金額（千円）

㈱メディマックス 157,500

㈱インタープライズ・ホールディングス 118,080

地球環境開発㈱ 6,280

㈱Ａｃｔｉｖｅ　Ｌｉｎｋ  0

㈱ＣＯＳＭＯ  0

㈱Interface  0

合計 281,860

⑥　長期未収入金

相手先 金額（千円）

㈱ユー・エフ・リンク 457,799

㈱Ａｃｔｉｖｅ　Ｌｉｎｋ 246,319

㈱メディア・コミュニケーションズ 190,113

その他 519,433

合計 1,413,665

⑦　投資不動産

地域名 金額（千円）

長野県 2,006,856

合計 2,006,856
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⑧　短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱オナーズヒル軽井沢 175,059

㈱カーリンク 47,700

吉田義昭 37,098

㈱ワイアンドテイ 30,000

その他 377,311

合計 667,169

⑨　未払金

区分 金額（千円）

社会保険料 257,902

法人税に係る加算税、延滞税等 134,700

源泉所得税、加算税及び延滞税等 82,480

㈱ＣＯＳＭＯ 74,390

㈱オナーズヒル軽井沢 43,663

その他 449,192

合計 1,042,330

　

⑩　未払法人税等　

区分 金額（千円）

未払法人税　 201,314

未払事業税 26,720

未払住民税　 6,325

合計 234,360

　

　

(3)【その他】

①決算日後の状況

　特記事項はありません。

②訴訟

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月21日から５月20日まで

定時株主総会 毎事業年度末日から３ヶ月以内

基準日 ５月20日

剰余金の配当の基準日 ５月20日、11月20日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

      三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　　　三井住友信託銀行株式会社

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他の

やむをえない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ　　http://www.lcahd.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２号各号に掲げる権利及び会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。　　　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　事業年度（第48期）（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）平成24年８月10日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　　平成24年８月10日関東財務局長に提出　

(3）四半期報告書及び確認書

（第49期第１四半期）（自　平成24年５月21日　至　平成24年８月20日）平成24年10月４日関東財務局長に提出

（第49期第２四半期）（自　平成24年８月21日　至　平成24年11月20日）平成24年12月28日関東財務局長に提出

（第49期第３四半期）（自　平成24年11月21日　至　平成25年２月20日）平成25年４月５日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づく臨時報告書

平成24年８月22日関東財務局長に提出

　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規

定に基づく臨時報告書

平成24年10月12日関東財務局長に提出　

　

(5) 有価証券届出書及びその添付書類

有価証券届出書（第三者割当による新株式発行）及びその添付書類

平成24年６月18日関東財務局長に提出

有価証券届出書（第三者割当による新株予約権証券発行）及びその添付書類

平成24年６月18日関東財務局長に提出

(6) 有価証券届出書の訂正届出書

平成24年６月18日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書　平成24年６月28日関東財務局長に提出

平成24年６月28日提出の有価証券届出書の訂正届出書に係る訂正届出書　平成24年６月28日関東財務局長に提出

平成24年６月28日提出の有価証券届出書の訂正届出書に係る訂正届出書　平成24年６月28日関東財務局長に提出

平成24年６月18日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書　平成24年７月６日関東財務局長に提出

　

(7) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第48期）（自　平成23年５月21日　至　平成24年５月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書　平成24年８月14日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成25年８月20日

株式会社エル・シー・エーホールディングス  

取 締 役 会　御 中   

 清翔監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 倉岡　隆典　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 近　　　暁　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エル・シー・エーホールディングスの平成24年5月21日から平成25年5月20日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任 

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

　

監査人の責任 

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。 

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社エル・シー・エーホールディングス及び連結子会社の平成25年5月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

　

強調事項 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当連結会計年度において192,640千円の連結営業損失

を計上し、営業キャッシュ・フローについては、前連結会計年度に122,343千円、当連結会計年度に225,882千円とそれぞ

れマイナスとなっており、また、多額の税金滞納や債務の支払遅延により、税務当局及び債権者から会社グループ保有の

重要な資産の差押を受けている。これにより継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が

認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は子会社である株式会社Active Linkの発行済株式全てを譲渡すると

ともに、同社に対して有する債権を放棄した。 

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない 
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エル・シー・エーホー

ルディングスの平成25年5月20日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社エル・シー・エーホールディングスが平成25年5月20日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　　上
　
　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成25年８月20日

株式会社エル・シー・エーホールディングス   

取 締 役 会　御 中   

 清翔監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 倉岡　隆典　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 近　　　暁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エル・シー・エーホールディングスの平成24年５月21日から平成25年５月20日までの第49期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任 

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任 

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。 

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エ

ル・シー・エーホールディングスの平成25年５月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度135,589千円、当事業年度において188,852

千円と営業損失を計上しており、また、多額の税金滞納や債務の支払遅延により、税務当局及び債権者から会社保有の重

要な資産の差押を受けている。これにより継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時

点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認

められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重

要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は子会社である株式会社Active Linkの発行済株式全てを譲渡すると

ともに、同社に対して有する債権を放棄した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上
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　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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